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「デ ータ通信 用端 末機器に関す る調査」 の集計結果

端末機器に関す るユ ーザの意見 ・評価 と今後の こ一ズの動 向

1端 末機 器 の ア ンケ ー ト調 査

端末機 器の今 後の動向を探 るうえで,ユ ーザの意見,評 価 を調査す る ことは極 め て重要 であ る。

この 目的の ため,わ が国において デ ータ通信 システムを利用 しているユーザ,特 に 自営 あ るいは,

専 用 の データ通信 システムの ユ ーザのみ でな く,共 同 データ通信 システムのユーザ を も対象 と して

アンケ_ト 調査 を行 った。 デ ータ通信 システム全般にわ たる調査 を行 うことによ って・ ニーズの動

向 とその背景が明確にな ることを意図 した もので ある。

1.1ア ン ケー トの対象

本 ア ンケー トは 自営 データ通信 システ ムユ ーザ,共 同 データ通信 システムユ ーザ及び両者 を併用

してい るユーザに対 し合計844通 の 調査票 を発送 し,381通(回 収率45%)の 回 答を得た。 これ

を業種 別,で 区分す ると表1.1に 示 す ごとくにな る。
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表1.1ア ンケ ー ト対象 企業機関

自 営 システムユーザ 併 用 ユ ー ザ
共 同 デ ー タ
通信 システムユーザ

発送数 回収数 ,発送 数 回収数 発送数 回収数

1.鉱 業 ・建 設 4 1 8 4 32 17

2.ガ ラ ス ・土 石 製 品 4 2 1 0 4 4

3.水 産 ・食 品 9 3 0 0 5 4

4.繊 維 ・紙 ・パ ル プ 12 6 1 1 12 6

5.化 学 工業 18 11 3 3 13 7

6.石 油 ・石 炭製品 ・ゴム製品 3 1 2 0 3 1

7.鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品 11 6 4 2 17 9

8.機 械 ・精密機 械 12 5 2 1 14 6

9.電 気 機器 14 5 2 1 15 8

10.輸 送 用機器 20 10 0 0 5 3

11.そ の他製造 3 2 0 0 9 3

12.電 力 ・ガ ス 6 6 0 0 1 0

13.運 輸 ・倉 庫 ・不 動 産 15 11 2 2 2 1

14.商 業 23 9 4 2 97 30

15.金 融 ・保 険 ・証 券 124 56 7 2 5 2

16.官 庁 ・政府 機関 20 8 1 0 3 1

17.地 方 公共団体 33 16 0 0 0 0

18.学 校 ・研 究 所 ・病 院 7 3 6 2 12 5

19.組 合 ・諸 団 体 7 4 0 0 0 0

20通 信 ・出版 ・サ ー ビス ・そ の他 15 6 2 0 138 57

21.電 子計 算機 メーカ関係 13 6 0 0 0 0

22.ソ フ トウ エア 開発 ・計 算 セ ンタ 34 18 1 1 4 1

合 計 407 195 46 21 391 165
'
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表か ら明 らか なよ うに,3っ の ユ ーザ グル ープの間に規模の差 が見 られ ,特 に自営 システムのみ

のユ ーザ と併用 ユ ーザの間 で,端 末機 器の設置可能 な事業所数の分布が異な っている ことが注 目さ

れ る。

1.2EDPS利 用 の 現状

自営 又 は 専 門 の デ ー タ通信 システムユーザに対 し,EDPSの 利 用形態 …バ ッチ
,オ フラ イン

データ伝送・ オ ンラインデータ通信…の質 問に対 する回答を表1 .2に 示 す。 オ フラインデータ伝送

の利用 が回答数の23%に 達 し,か な り利用の 多い ことが注 目され る。

ノ
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表L2自 営 シス テムユ ーザにおけるEDPS利 用 状況

(か っ こ内は.併 用ユ ーザを示す)

回 答数 パ ッチ システム
パ ッチ システム{こ

オフラインデータ

伝 送 を 結 合

オ ン ラ イ ン シス テ ム

企業内 システム 電電公社直営

1.鉱 業 ・建 設 1(3) (3) (1)

2.ガ ラス ・土 石 製品 2 2 1 1

3、水 産 ・食品 3 2 1 2

4.繊 維 ・紙 ・パ ル プ 6(1) 6ω 3 5(1) 1

5化 学工業 10(3) 9(2) 4(1) 10ω (1)

6.石 油 ・石炭製品 ・ゴム製品 1 1 2

7.鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品 6 5 4 4 1

8.機 械 ・精密機械
"5(2} 4(1) 2ω 6{1) 1(2}

9.電 気機器 6(1) 5(1) 3(1) 1(1}

10輸 送用機器 10 8 6 6

11.そ の他製造 8 2 1 3

12.電 力 ・ガ ス 6 6(2) 6 1

13.運 輸 ・倉 庫 ・不 動産 10(2) 9(1) 2 8(1) 1ω

14.商 業 8 4 3 3ω 2

15、 金 融 ・保 険 ・証 券 51{2) 47 5 45 5

16.官 庁 ・政府機関 9 10 3 8 1

17、地方公共団体 13 7 2

18.学 校 ・研 究 所 ・病 院 3 2 1

19.組 合 ・諸 団 体 3 3 1 2

20.通 信 ・出版 ・サ ービス ・そ の 他 6 5 4

21.電 子計算機メーカ関係 3 3 1

22.ソ フトウエア開 発 ・計算 センタ 18 17 5 10 1

合 計 188ω 1660⑳ 43(3) 129(8) 16(4}
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1.3バ ッ チ ・システムの利用状況

バ ッチ ・システムを利用 してい るユ ーザに対 し,そ の利用状況,セ ンタ機種,入 力 デ ータ形態,

データ作 成装 置,デ ータの発生場所 とその収集方法に っい ての 回答を表1.3～ 表1.6に 示 す。
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表1.3バ ッ チ 処 理 シ ス テ ム に お け る イ

回 答 数 紙 カ ー ド 紙 テ ー プ 磁気テープ
カ セ ッ ト

磁 気 テープ
マークシート

1.鉱 業 ・建 設 1(3) 1(3) 1(2) 1(1) 1(1)

2.ガ ラス ・土 石製 品 2 2 2 2 1

3.水 産 ・食品 2 2 1 1 1

4.繊 維 ・紙 ・パ ル プ 6(1) 5(1) 6 5(1) 1

5.化 学工業 8(2) 8(2} 4(2) 4(2) 1ω

6.石 油 ・石炭製品 ・ゴム製品 1 1 1

7.鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品 6 6・ 5 4 1

8.灘 ・精密機械 4(3} 5(2} 5(2) 4(2} 1

9.電 気機器 5 5(1) 7 4ω 1

1α輸送用機器 10 8 7 7 1 1

11.そ の他製造 2 2 1 1 1

12.電 力 ・ガ ス 6 6 4 4

13.運 輸 ・倉 庫 ・不動 産 10(2} 9(1} 4(1) 7ω 1

14.商 業 4 4 1 4 1

15.金 融 ・保 険 ・証 券 47(2) 41(2} 28 35(1) 5 3

16.官 庁 ・政府機関 8 9 6 8 2

17.地 方公共団体 12 8 5 6 1

18.学 校 ・研究所 ・病院 3 2 2 1

19.組 合 ・諸団 体 3 3 1 2 1

2α 通 信 ・出版 ・サ ービス ・そ の 他 4 3 3 3 1

21.電 子計算機メ ーカ関係 3 2 2 2 2 1

22.ソ フトウエア開 発 ・計算 センタ
'16

16 11 15 3 6

合 計 163⑬ 148⑬ 107(7} 120(9} 12 26(2)
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ンプ ットデ 一夕の形態

(か っ こ内 は併用 ユーザ を示す)

マ ークカード OCR MICR そ の 他

1 1

4

3 (1)

3

3 1(1)

1(1) (1)

2

2 1 1

3 6

1(1) 1 1

2

5 29 6

1

3 2

3

1 1 1

1 7 1

38(2) 49(3) 7 4
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表1.4パ ッ チ 処 理 シ ス テ ム に お け る

キ ーパ ンチ キ ーテ ー プ キ ーカセ ッ ト キ ーデ ィスク さん孔タイプ

件数 台数 件数 台数 件数 台数 件数 台数 件数 台数

1.鉱 業 ・建 設
1
(3)
7
(42) (1) (1)

1
(1)
5
(12)

2.ガ ラ ス ・土 石 製 品
2 11 2 130

3.水 産 ・食品
2 16 1 75

4.繊 維 ・紙 ・パ ル プ rl) 77(11) (1) 譜)
3 69 4 82

5.化 学 工業 (ハ)
69
(9)
1 10 1 16

(も
㎜
(35)

6.石 油 ・石炭製品 ・ゴム製品 1 13 1 5

7.鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品 11 470 1 13 4 112

8.機 械 ・精密機械

、

4
(1)
66
(12)
1
(1)
13
(1)

1 24 3 41

9.電 気機器
3
(2)
27
(22)

3 34 4 39

10.輸 送用機器
10 鰯 9 69 1 3 3 19 6 96

11.そ の 他製 造
2 20 3 35

12.電 力 ・ガ ス
6 117 4 294

13.運 輸 ・倉 庫 ・不 動産
9
(1)
103
(2)
2 26 2

(1)
四

(6)

14.商 業
3 51 1 40 1 1 2 41

15.金 融 ・保険 ・証 券
44
(2
鵬
(33)
12
(1)
121
(5)

5 66 2 91 15 352

16.官 庁 ・政府機関
10 66 2 9 1 2 1 32

17.地 方公共団体 6 44 1 8 2 11

18,学 校 ・研 究 所 ・病 院
4 40 1 5

19.組 合 ・諸団 体 4 81 1 4 1 1

20.通 信 ・出版 ・サービス ・そ の他 2 21 1 6 3 513

21.電 子計算機メーカ関係 2 61 1 1 4 8

22.ソ フトウエア開 発 ・計 算 センタ 17 踊 3 2 3 2 2 28 1 22

・ 合 計 157 2995
(12)(131)

44
(4)
392
(8)
11 96 12 Z≧5 68

(5)
2324
(53)
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デ一夕作成装置

(か っ こ内は併用 ユーザを示す)
一

ビ、戊ンクヤ シン デLタ コ レクタ POSタ ーミカ レ 会計機 加算機 その他

件数 台数 件数 台数 件数 台数 件数 台数 件数 台数 件数 台数

(3) (24〕

1 1

1(
1)
88
(4)

1 1

1 2 1 4

1 4

1 20 1 1

1 74 1 3

、

1 18 2 16 1 1

3 33 4 81 3 17

3 35 3 50

1 3

2 7 2 2

1 39 3 64

3 18 10 574 4 75 10 35

1 68

1 1

1 16 1 3

2 356 1 16 1 10 1 2500 1 1

)

7ー

刀佳
-
(
645(
28)
11 142 2 49 11 3074 5 76 30 251
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表1.5デ ー タ発生場所

処理 コンピュ ータか ら

離れ た場所で発生 する 回答数 比 率 累積比率
データの 比率

0(%) 8 4.9 4.9

1～9 7 4.3 9.2

10～19 9 5.5 147

20～29 8 49 196

30・ 》39 12 7.3 269

40～49 7 4.3 312

50～59 14 8.5 39.7

60【 》69 7 4.3 440

、
70～79 8 4.9 489

80～89 12 7.3 56.2

90～99 34 207 769

100 38 232 100

合 計 164 100 100

表1.6デ ー タ収集方法

方 法 回答数 比 率

メ ー ル 159 6α7

ファクシ ミリ 4 1.5

ポイ ン トツー

ポ イ ン ト
31 11.8

加 入電 信 25 9.5

加 入電 話 5 1.9

自 社 内電
信 交 換

5 1.9

公 社 回 線 27 103

そ の 他 6 23

合'計 262 100
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1.4、 オ フライ ンデー タ伝送の利用状況

オ フライ ンデータ伝送 を利用 してい るユーザ に対 して,使 用 してい る端末 機器,通 信回線,入 手

方法,選 定理由,設 置場所,オ ペ レータに関して質問 した結果 を表1.7～ 表1.10に 示 す。

オ フラインデー タ伝送の利用形態 は比較的 プリ ミテ ィブな形であ り,利 用 されてい る機器は主 と

して媒体 記録 装置(紙 テ ープ伝送)タ イプライタ端末(テ レタイプを含む)で あ る。なお,ミ ニ コ

ン ピ ュー タ 又 は小 型 コ ン ピ ュー タに よ るオ フライ ンデータ伝送システムが数例 あ るが,こ れ ら

はイ ンテ リジェン ト端末 に含 めてある。
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表1.7オ フ ライ ンデ ータ伝送用

端 末機 器使用状況

機 種 件 数 台 数

媒 体 記 録 装 置 12 323

タ イ プ ライ タ端 末
(含 テ レタ イ プ)

20 416

ノンインテリジェント

複 合 端 末
10 32

イ ン テ リ ジ ェ ント

複 合 端 末
9 16

リ モ ー トバ ッ チ 端 末 1 2

キ ー テ ー プ 10 23

バ ン キ ン グ 端 末 1 97

デ ー タ コ レ ク タ 8 148

そ の 他 1 5

表1.8オ フ ラインデ ータ伝送用

端末 機器の 選定理 由

理 由 回 答 数

性 能 40

価 格 34

納 期 9

本 体 と の
インタフェー ス 23

仕様上の要求 5

実 績 20

信 頼 性 30

操 作 性 11

保 守 性 18

そ の 他 2
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表1.9オ フ ラインデータ伝送 用

端末 機器設 置場 所

設 置 場 所 回 答 数

計 算 機 室 36

専 用 室 37

一 般 事 務 室
37

その他 工 場 2

支 店 2

倉 庫 1

作業現場 1

表1.10 オフライ ンデ ータ伝 送用

端末 機器 オペ レータ

オ ペ レ ー タ 回 答 数

専 任 者 41

管 理 者 0

作 業 員 12

一般事務員
34

営業担当者 2

そ の 他 1
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1.5オ ン ライ ンデータ通信システムの利用状況

オ ンラインデータ通信 システムを利用してい るユ ーザに対 して,オ ンラインシステムの数,セ ン

タ機種,使 用し てい る端末機種 と適用業務,端 末機器の運用形態,入 出力の方法 オンラインに関連

して利用 され るデータ作成装 置,通 信回線,入 手 方法,選 定理由,設 置場所,オ ペ レータに関 して

質 問 し た 結 果 を表1.11・ 》表1.19に 示 す 。

オンライ ンデータ通信 システムの利用形態 は,オ フラインデ ータ伝送 と異な り,か な り高度 の も

のが多数含まれており,特 に業種別による適用業務の相違,端 末機種 と適用業務 との相関関係等は

オンラインの利用形態の多様性を端的に表わしたものである。
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表1.111ユ ー ザ あ た り オ ン ラ イ ン シ ス テ ム 数

(か っ こ 内 は 併 用 ユ ー ザ を 示 す)

パ

システム数

業 種
1 2 3 4

1.鉱 業 ・建 設 (1) (1)

2.ガ ラ ス ・土 石 製 品 1

3.水 産 ・食 品 1 1

4.繊 維 ・紙 ・パ ル プ 6(1)

5.化 学 工業 7(2) 2 1

6,石 油 ・石炭製品 ・ゴム製品 1

7.鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品 1 1 3

8.機 械 ・精密機械 4(2) 1 ω

9.電 気機器 1

10.輸 送 用機器 2 4 2

11.そ の他製造 1 1

12電 力 ・ガス 3 3

13.運 輸 ・倉 庫 ・不動 産 4(2) 2 1. 3

14商 業 6 1 1

15.金 融 ・保 険 ・証 券 34(2} 9 1

16.官 庁 ・政府機関 4 1

17.地 方公共団体 4

1&学 校 ・研 究所 ・病院 2(1)

19.組 合 ・諸 団 体 1 1

20.通 信 ・出 坂 ・サ ービス ・そ の 他 3 1

21.電 子計算機メーカ関係 2

22.ソ フトウエア 開発 ・計 算 センタ 8 1 1

合 計 95⑭ 26(1) 3(1) 14
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現用 オ ンラインシ表1.12

適 用 業 務

業 種

1.

預

金

2.

為

替

3.

貸

付

4.

外

為

'

5.

販

売
管

理

6.

在

庫

管

理
令
資

竺

7.

生

産

管

理

8、

工

程
管

理

9.

品

質

管

理

10

原
価
管
理

11.

自

動

制

禦
N

ε

12.

交

通

予

約

13.

宿

泊
予

約

14.

催

物

予

約

15.

そ

の

他

予

約

16.

給

与

計

算

17.

統

計

作

表

18.

税

金

計

算

19.

単

純

計

算

1.鉱 業 ・建 設

2.ガ ラス ・土 石製 品
4 4 4 4

3.水 産 ・食品
4 10 6 4

4.繊 維 ・紙 ・パ ル プ
9
(3)
10
(3}
9 9 7

5化 学工業
13
(8)
9 7
(5)

3 2 5 1

6.石 油 ・石炭製品 ・ゴム製品

7.鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品
1 9 5 30 25 5 4 4

8.機 械 ・精密機械
15

ω

15
(2)
5

9.電 気機器 (4)
1

10,輸 送用機器
1 9 9 9 12 1

(2)

11.そ の他製造
3 3 3 3 3

」

12.電 力 ・ガ ス
1 1 1

13.運 輸 ・倉 庫 ・不 動 産
1 2

(3)
12 4 2 10 1 2 4 8

14.商 業
3 10 1 1

15.金 融 ・保険 ・証券
58 63
(1)
16

16官 庁 ・政府機関
9 3 3 3 3

17.地 方公共団体
2 2

18.学 校 ・研究 所 ・病 院

19.組 合 ・諸団 体

2α 通信 ・出版 ・サ ービス ・その 他
1 5 4 5 1 2 1 1

21.電 子計算機メーカ関係
2 1

22.ソ フトウエア 開発 ・計 算 セ ン タ
4 3 3 1

合 計 67 70
ω
19 73

胸
102
(5)

86

⑤

60 7 4 8 10 3 3 8 29 1 7
(2}
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ステムユーザにお ける適用業務

(か っこ内は併 用ユーザ を示 す)

侃

そ
の
他

瞥硫

己
-無智

葡
鮒

③

姐

都
市
開
発

姐

ク
レ

ジ

ッ

ト

照

会

蛤

②

②

姓

情

報
サ
ー

ビ

ス

自

姐

行

政

⑫

証

券

砿

受
託
計
算

⑩

自
動
検
針

孤

舟

隣畑

股蘭

書

田

ソ

フ

ト

ウ
エ

ア

作

成

4

1

1

3

5

4

18

翫

教

育

1

2

3

3i

医

療

、

8

1

9

駈

保

険

11

1

12

鉱

配
送
・

運
送
・

出

荷

4

4

3①(

9

1

1

8

ω
1

3

14

7

-
一

)柘σ

鰍

顧
客
管
理

1

4

③

7

カ(

1

1

14

⑤

%

給
配
電

5

2

7

鉱

商
品
管
理

10

4

ω

3

③
3

⑳
ω

3ユ

販
売
仕
入

10

1

3

1

3

3

1

2

田

購
買
管
理

③

4

6

5
D(

1

1

3

1

2

1

}勿ほ

凪

メ
ッ

セ

ー

ジ

交

換

4

4

7

13

1

11

1

19

1

2

2

11

%

刀

情
報
検
索
・

特
許
資
料

1

2

鋤(

3

2

5

1

1

1

6

別1(

加

齢

鴎

遭
レ
ク
ト
メ

1

1

宏

人
事
労
務

6

4

1

2

5

18

為

経
理
会
計
財
務
資
金

管
理

③

4

3

1

4

2

2

1

15

Ω
③

田

経
営
管
理

4

3

1

3

3

4

2

20

2

分
析
測
定
・

予
測
計
算

5

1

2

3

1

12

江

研
究
開
発
計
算

ω

4

②

1

3

1

1

10

⑥

田

技
術
設
計
計
算

ω
2

4

2

12②

1

1

22

⑥
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表1.13現 用 オ ン ラ イ ン シ ス

適 用 業 務

端 末 機 種

回

答

数

台

数

1.

預

金

2.

為

替

3.

貸

付

4.

外

為

5.

販

売

管
理

6.

在

庫

管

理
含
資

竺

7.

生

産

管
理

8.

工

程

管
理

9.

品

質

管
理

1α

原
価
管
理

11.

自

動

制

禦
N

ε

12.

交

通

予

約

13.

宿

泊

予

約

14.

催

物
予

約

15.

そ

の

他

予

約

16.

給

与

計

算

17.

統

計

作

表

18.

税
金

計
算

1.印 刷装置
14
(2)
191

圓

2 6 3(
1)
2
(1)
2 1

2.表 示装置
2
(1)
4
(3)

2 2 2

3.認 識装置
3 93 1 2 2

4.媒 体記録装置
20
(1)
傾
08
4 1 1 1

川 (1)
4 1 2

5.作 図装置

6.簡 易端末装置

7.タ イ プ ラ イタ端 末 装 置
67
(4)
3549
(82)
39 19 6 6

(3)
11
(2)
18 8 1 5 3 8

&議 雀絃 ス祈 54
(3)
744
(8)
2 5 1 欝

(1)

23 5 5 1 7 1 2 7

・緯 イ養クディス掘 2 4

]0.OMRイ ンクワィアリィ 1 7 1

1・㌫ 羅 ぽ ド 33
(3)
855
(52)

1 23
(2)
35 16
(1)
13 4 3 3 4 16

・2・ ・テ・ジ・ン・端末装輔 3①

(4)

2D 2 5 4
(1)
3 1 1 2

13.リ モ ー トバ ッチ端 末 装 置 63
②
52
㈹
22 2 5

(1)
15 7
(1)
2 1 10

14.キ ー ツ テ ー プ

15.キ ー ソー カ セ ッ ト

16.キ ー ツ ーデ ィス ク

17キ ーツー ディスケ ッ ト 1 5 1 1 1 1
'

18・その他の入力装置 1 1 1

19.POS端 末装置
'

20銀 行端末装置
(ll3532'含66、 22 β1 4 4 5 5 3 3 1 1

21.デ ー タ コ レ ク タ 10 3∩1 4 6

22.交 通管制 1 372

23.そ の 他の専用装置 3 379 1 1 1 1

・・混 織 欝 端末鑓 5 田95 1 1 1

25.そ の 他 の ビ デ オ端 末
(u (33)
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テムにおける端末機種 と適用業務

(か っ こ内は併用 ユーザを示 す)

征

そ
の
他

4

5
D(

2

ω
3

2
D(

姐

都
市
開
発

御

、

託信付

鰻

ク

レ

ジ

ッ

ト

照

会

ω

酬(巳

α

貸

》

牲

情

報
サ

ー

ビ
ス

1

2

動自

4

11

1

惑

行

政

5

2

姐

証

券

7

1

妊

受
託
計
算

1

1

1

1

姐

自
動
検
針

9

汚
染
観⌒

測∵

一
父

通

制

御3テレコントロール(大

気

4

路

ソ
フ

ト
ウ
エ

ア

作
成

7

2

1

1

留

教

育

1

1

脆

医

療

7

3

斑

保

険

4

3日

鉱

配

送
・

運

送
・

出

荷

-
いU(

2

6
D(

、

6

別別

13

7

D-ー

3

3

路

顧
客
管
理

1

ω

1

-

白[

2

2

1

1

ω

泣

給
配
電

2

2

3

乱

商
品
管
理

ω
5

6

4

ω

3ユ

販
売
仕
入

1

2

1

7

U

4

胞

購
買
管
理

2

1

4
D(
6

6

ω

1

宏

メ
ッ

セ

ー
ジ

交

換

2

6

12

5

a

1

4

5

刀

情
報
検
索
・

特
許
資
料

-
D(
6
D(

1

1

1

宏

劃

鵠

璽
レ
ク
ト
メ

宏

人
事
労
務

1

1

2

1

6

5

1

以

経
理
会
計
財
務
資
金
管
理

1

2

4

1

1

3日

2

4

田

経
営
管
理

1

7

3

1

1

4

2

分
析
測
定
・

予
測
計
算

1

2

3

肌

研
究
開
発
計
算

4

-
D(
2
D(

田

技
術
設
計
計
算

1

2

5

1

1

-
D(
3
D(

鳳

単
純
計
算

2

1

5

1
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端末機表1.14

1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9. 10. 11. 12. 13. 14. 15. 16. 17. 18. 19.

適 用 業 務
預 為 貸 外 販 在 生 工 品 原 自 交 宿 催 そ 給 統 税 単

売 庫 産 程 質 価 動 通 泊 物 の 与 計 金 純
管 管 管 管 管 管 制 予 予 予 他 計 作 計 計

金 替 付 為 理 理 理 理 理 理 御 約 約 約 予 算 表 算 算
( ( 約

、

含 N

資 C

材 )

運 用 形 態 )

1.会 話 型
9 1 3 7

(2)
6
(1)
2 2 1 1 1 1 2

9
1
(1)

2.問 合せ型
20 4 6 14

(4}
23
(3)
7 8 1 1 2 1 2 2

3デ ータ収集型
1 1 1 11

(4)
12
(3)
9 7 1 2 1 3 4 1

4.デ ー タ集配 信 型
8 5 2 15

(4}
18
(2)
9 5 1 1 1 7 2

5.メ ッ セ ージ交 換 型
3 20 1 5

(1)
3(
1)

1

6. 不 明

そ

の

バッチ処理の起動

他 データ配信

RJE

.

一20一



器の運用形態

(か っ こ内は併 用ユーザ を示す)

征

そ
の
他

1

1

5
D(
5

1

1

姐

都
市
開
発

姐

ク
レ

ジ

ッ

ト

照

会

ω

4

情

報
サ

ー
ビ

ス

4

9

4

3

行

政4

3

姪

証

券

2

2

1

2

軋

受
託
計
算

2

1

1

姐

自
動
検
針

鰍

粥

議剛

臆剛

黎

路

ソ

フ

ト

ウ
エ

ア

作

成

7

1

1

1

1

1

肌

教

育

2

1

田

医

療

1

1

、

田

保

険

1

3

2

2

1

肱

配
送
・

運

送
・

出

荷

3

3

別-ー

8

②

13②

5

鰍

顧
客
管
理

1

4
D(
3

2

1

酩

給
配
電

1

11

商

品

管
理3

2
D(
3 .鋤(

5

ω

4

ω

1

識

販
売
仕
入

2

3

7

6

1

田

購
買
管
理

1
ω

4
ω

6

ω

6

1

宏

メ

ッ

セ

ー

ジ

交

換

1

1

1

3

25

万

情
報
検
索
・

特
許
資
料

2
ω

7
ω

2

1

1

加

齢

鶴

里
レ
ク
ト
メ

1

宏

人
事
労
務

4

1

3

泌

経
理
会
計
財
務
資金

管
理

4

3D(

7

宏

経
営
管
理

2

1

1

1

1

1

2

分
析
測
定
・

予
測
計
算

3

1

1

肌

研
究
開
発
計
算

3
ω

2

1

ω

1

⑳

技
術
設
計
計
算

5
D(

2

1

②
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表1.15』(1}現 用 オ ン ラ イ ン シ ス テ ム に お け る

適.用 業 務

入 力 手 段

1.

預

金

2.

為

替

3.

貸

付

4.

外

為

5.

販

売

管

理

6、

在

庫

管

理
含
資

竺

7.

生
産

管
理

8.

工

程

管

理

9.

品

質

管
理

10.

原

価

管
理

11.

自

動

制

禦
N

∫

12.

交

通

予

約

13.

宿

泊

予

約

14.

催

物

予

約

15.

そ
の

他

予

約

16.

給

与

計

算

17.

統

計

作
表

18.

税
金

計

算

19.

単

純

計

算

手

操

作

入

力

1.鍵 盤
34 18 15 1 18

(6}
25
(4)
11

ω

7 1 3 2 1 2 1 3 1 4 1 2
(1)

2.押 し ボ タ ン
6 3 1 2 3 2 3 1 2 1

3.ス イ ッ チ
2 2 1 1 1 1 1

4.ラ イ トペ ン
4 3 2 1

5

そ

の

他

ス ラ イ ドバ ー 1 1

ス ライ ドス イ ッチ 1

リー ダ/パ ンチ

マ ーク リー ダ

媒

体

入

力

6.紙 テ ー プ
6 23
(1)
4 1 16
(4)
22
(3)
9 4 2 2 1 1 2 1 3 2 5 1 2

ω

7.紙 カ ー ド
4 1 3 1 4

(1)
10
(D
8 7 1 1 2 1 1 1 1 1 2 1 3

8.磁 気 テ ー プ
5 4
(1)
4
(1) (1)

1
,

1

9.カ セ ッ トテ ー プ

10.マ ー ク カ ー ド
1 1 1 1

11.マ ー ク シ ー ト

12.磁 気 カ ー ド

13.OCR
1

14.MICR
3

五

そ

の

他

デ ィス プ レ イ 1

磁気 ディスク
2 2 1

エ ッ ジ カ ー ド 1

集 合 デ ィス クパ ッ ク

通信回線入力
ビデオデ ィスプレイ

OMR
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入出力手段 と適用業務(1)

(か っ こ内は併用 ユーザを示 す)

宏

技
術
設
計
計
算

別

研
究
開
発
計
算

22.

分

析

測

定
予
測
計
算

田.

経

営

管
理

24.

経
理

会

計

財

務

資

金

管

理

宏.

人

事

労

務

蟹〕.

企1

画ル

広市

告場
ダ調

イ査

レ

ク

ト

メ

27.

情

報

倹

素
特
許
資
料

28.

膓
セ

|

ジ

交

換

29.

購

買
管

理

30.

販

売
仕

入

31.

商

品
管

理

32.

給

配

電

33.

顧

客

管

理

34.

配

送
運

送
出
荷

お.

保

険

出.

医

療

37.

教

育

38

フ
ト

z
ア
作
成

39.

テ汚
レ染

ヲ観

ζ測

『麦
ル通レ
、制

大御

気)

40.

自

動

検

針

41.

受

託

計

算

42.

証

券

43.

行

政

44.

情

報

亨
ビ

ス

45.

ク

;

ζ
照
会

46.

都

市

開

発

47.

そ

の

他

}

=J

l( )51(
5 4 6 6 1 8

(1)
15 6
(2)
8 7
(2)
2 8
(1)
16
(3)
5 3 3 6 1 1 3 3 1 11 1

(1}
1 5
(1)

1 2 4 1 1 1 2 1 1

2 1 1 1 2

1 2 2 1 1 1 1 2 1

1 2 1

1

)41()41(
2 3 6
(1)
3 1 2 16 5

(1)
7 4
(1)
1 2 15
(2)
2 2 2 4 1 1 2 2 4 1 1 1 6

(D

)

り
O

り臼( )41(
2 1 4 1 1 2 2 1 3 1 1 4 1 2 1 5 1 1 3 2 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 2

1

1

1

1 1 1

1 1 1 1 1

1 1

1

1

1
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表1.15(2)現 用 オ ン ラ イ ン シ ス テ ム に お け る

適 用 業 務

出 力 手 段

1.

預

金

2.

為

替

3.

貸

付

4.

外

為

5.

販

売

管

理

6.

在

庫

管

理
令
資

竺

7.

生

産

管

理

8.

工

程

管
理

9.

品

質

管

理

10

原
価
管
理

11.

自

動

制

禦
N

∫

12.

交
通

予

約

13.

宿

泊

予

約

14.

催

物

予

約

15.

そ
の

他

予

約

16.

給

与

計

算

17.

統

計

作

表

18.

税
金

計

算

19.

単

純

計

算

プ

リ
ン

タ

1.ラ イ ン プ リ ン タ
9 7 4 6

(2)
9
(1}
6 2 5 3

2.シ リアル プ リン タ
16 15 7 1 17

(4)
16
(3)
9
(1)
6 1 1 2 1 2 1 4 1 3 1 1

(1)

3.特 殊 プ リ ンタ
6 3 2

表

示

4.数 字表示
7 4 3 6

(1)
7
(1)
4
(1)
2 4

(1}

5.キ ャラ ク タ表 示

'10
8 6 9

(2)
12
(1)
5
(1)
4 1 1 5

(も

6.図 形表示
1 1 1

プ
ロ

ッ
タ

7.X-Yプ ロ ッ タ

8.静 電 式 プ ロ ッタ

媒

体

出

力

及

び

音

声

9.紙 テ ー プ
4 15
(1)
2 7
(3)
6
(1)
3 1 1 (})

10.紙 カ ー ド
1 4 3

11.磁 気 テ ープ
10 8 3 1

(1)
1
(1)
3 1 2 1

12.カ セ ッ トテ ー プ

13.磁 気 カ ー ド

抵

そ

の

他

磁気ディスク
4 3 1 2 ・1 1 1 1

COM
1

プ リン タ
1 1

音声出力
1 1 2

帳 票
1

'

磁気 ドラム
1
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入出力手段 と適用業務(2}

(か っ こ内は併用ユ ーザを示 す)

侃

そ
の
他

3

8

ω
1

-D(

2

ω
4

2

岨

都
市
開
発
シ

l
D(

ω

ω

凪

ク

レ

ジ

ッ

ト

照

会

1

ω

ω

牲

情

報
サ

ー
ビ

ス

8

1

6

1

姐

行

政

1

1

1

2

1

⑫

証

券

1

3

1

1

社

受
託
計
算

3

2
・

1

3

1

姐

自
動
検
針

1

鍬

議

濁L躍

剛

頚

1

認

ソ

フ

ト

ウ
エ

ア

作

成

2

4
0
1

10

0

1

肌

教

育

2

祖

医

療

3

2

1

額

保

険

2

3

2

1

∨

1

1

1

M

配

送
・

運
送
・

出

荷

5

17
③

6

8
D(

ω

8
D(
2

1

田

顧
客
管
理

1

6D
(

2

ω

1

2

泣

給
配
電

2

1

肌

商
品
管
理

l
D(
7
D(
3

2

ω

-
D(
1
㌧

1

鉱

販
売
仕
入

2

9

5

5

1

1

烈

購
買
管
理

2

5

①(

3

3
いU(

ω

1

]

1

路

メ

ッ
セ

ー

ジ

交

換

6

15

3

6

11

2

2

刀

情
報
検
索
・

特
許
資
料

3

4
D(

5

ω

1

1

宏

勘
疏

㌶
億
レ
ク
ト
メ

2

宏

人
事
労
務

3

1

為

経
理
会
計
財
務
資
金
管
理

4

4
D(

1

3

1

器

経
営
管
理

3

1

2

2

1

2

分
析
測
定
・

予
測
計
算

1

2

1

1

1

江

研
究
開
発
計
算

4
D(
3
3(

②
-鋤

(

1

3
D{
1

m

技
術
設
計
計
算

3

鋤(

4

①(

-

鋤(

2

鋤(

1

1

4
D(
1

1
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表1.16オ ン ラ イ ン シ ス テ ム

キ ーパ ンチ キ ーテ ープ キーカセット キーディスク さん陥 イブ

件数 台数 件数 撒 件数 台数 件数 台数 件数 台数

1.鉱 業 ・建 設 (1) (7)

2ガ ラス ・土石製品
1 80

3.水 産 ・食品
1 10 1 130 1 75

4.繊 維 ・紙 ・パ ル プ
1 10 1 5 3

(1)
85(
27)

5.化 学 工業
3
(2)
24
⑳

5 371

6.石 油 ・石炭製品 ・ゴム製品

7.鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品
2 76

8.機 械 ・精密機械 ユ
{1)

①

(1)

3ω 95
(2)

9.電 気機器 1 2
(1} (40)

1α 輸送用機器 6 50 2 6

11.そ の他製造
1 5 1 3 1 2

12.電 力 ・ガス
2 83 2 5

13.運 輸 ・倉 庫 ・不 動産
4 33 8

(1)
545
(7)

14.商 業
5 51 1 26

15.金 融 ・保 険 ・証券
17 187 1 3 1 75 21 1299

'

16.官 庁 ・政府機関
3 34 1 2 4 342

17.地 方公共団体
1 8 3 77

18.学 校 ・研 究 所 ・病 院
2 26

19.組 合 ・諸団 体
2 40 1 5

宏 通 信 ・出 版 ・サ ービス ・そ の他
1 1

21.電 子計算機メーカ関係
1 1

21ソ フトウエア開 発 ・計 算 セ ンタ
6 141 1 2 2 115

合 計
58
(4)
791(
28)
9 179 1 2 1 75 57

(4)
3102
(76)
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に関連 して使用 され るデータ作 成装 置

(か っ こ内は併用 ユーザを示 す)

ビリングマシン データコレクタ POSタ ーミカレ 会計機 加算機 その他

件数 台数 件数 台数 件数 台数 件数 台数 件数 台数 件数 台数

ω (8)

1 13

}11(
25(
40)
1 45

)

11

1(
7
(9)

2 2

1 4

1 43 2 10

3 6

・1 15 1 50 5 38

浪

1 錨 1 6

)53(
脳

(57)

1 45 1 6 1 15 1 50 13 60

㎡
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表1.17 オ ンラインデータ通信 システム用

端末機 器選定理由

回 答 数

金融 ・保険 ・証券 その他 合 計

性 能 32 59 91

価 格 13 38 51

納 期 1 9 10

本 体 と の
インタフェース

36 71 107

仕様上の要求 12 21 33

実 績 17 41 58

信 頼 性 17 21 38

操 作 性 21 28 49

保 守 性 2 4 6

表1.18 オンラインデ ータ通信 シス テム用 表1.19オ ン ラインデ ータ通信 システム用

端末機器設 置場所 端末機器オペ レー タ

設 置 場 所
回 答 数

オ ペ レー タ

回 答 数

金融 ・保険 ・証券
【

その他 合 計 金融 ・保険 ・証券 その他 合 計

計 算 機 室 14 34

■

・48 専 任 者 20 50 70

専 用 室 11 56

.

671 管 理 者 5 5

一 般 事 務 室 3'9 56 95 作 業 員 21 21

その他 工 場 7 7 一般事務員 36 66 102

支 店 10 1 11

1

営業担当者 1 9 10

倉 庫
・

2 2 そ の 他 9

その他 ・ 7 7
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1.6共 同 利用デー タ通信 システムの利用状況

共 同利用 データ通 信 システムのユ ーザ(自 営 システムとの併用 ユ ーザを含 む)の 利用状況
,使 用

中の端末機 器とその端末 に要望 され る機能,選 択理 由,サ ー ビス料金 ,オ ペレ ータに関 して質問 し

た結果 を表1・20～ 表1・24に 示 す。 わが国の共同利用 システムはDRESS .DEMOSが 双 壁

であ り,集 計の結果 もこの2シ ステムに関する ものが大 多数である。 ただ し興味が あるのは 自営,

共 同利用の併用 ユーザにDRESS,DEMOS以 外 の システムの利用 者が多 く ,そ れ ぞれの顧客層

の相違 が認 め られ ることであ る。

表1.21共 同利用 システムに おけ る端末利用状況 と端末機能 要望事項

シス テム

端末

型名

件

数

要 望 機 能

多核㌶ ,図 形 印刷
}
ガイ ド
キー

ID

カード

マラ

入力 テ距 インサータ

1磁気

○

ラ イン
㌔

プリンタ増 加

.
1行字数

その他CRT パ泳ル 応 用 プロッタ

DEMOS
100A 7 2 1 2 5

200B 34 6 2 2 9 3 5 5 3 1 2 1 9 1

20㏄ 3 2 1 1 1

DRESS 100A 3 3

200B 20 2 1 2 1 4 1 4 7 1 4 1

200C 1 1 1

JIP・TSS 2 1 1

CALL360 2 1 1

MARK-H 1 1 1
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表1.20 共同利用 システム利用状況

(か っこ内は併用 ユーザを示す)

NTT CALL

360

GE 、

JIP-TSS その 他

DRESS DEMOS MARK-1 MARK-H

1.鉱 業 ・建 設 16(2) (1) ω (1) (2)

2.ガ ラス ・土 石製 品 2 4

3.水 産 ・食品 4 2

4.繊 維 ・紙 ・パ ル プ 4 1(1)

5.化 学 工業 5 1ω (2) (2)

6.石 油 ・石炭製品 ・ゴム製品

7.鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品 3 8(1) 1

8.機 械 ・精密機械 1(1) 5 ω

9.電 気機器 2 5

10.輸 送用機器 1 2

11.そ の他製造 3 2

12.電 力 ・ガ ス

13.運 輸 ・倉 庫 ・不動 産 1 (1}

14.商 業 27 4

15,金 融 ・保 険 ・証 券 1

16.官 庁 ・政府機関 1

17.地 方 公共団体

18.学 校 ・研 究所 ・病 院 4 (1)

19.組 合 ・諸団 体

20.通 信 ・出 版 ・サ ービス ・その 他 3 50 1

21.電 子計算機メーカ関係

22.ソ フ トウエア開 発 ・計 算 セ ン タ 3
▲

合 計 56ω 109(6) {4)

.

ω (4) 1 1(2}
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表1.22 共同利用デ ータ通信 システム
システム選定理 由

(か っこ内は併 用ユーザを示 す)

理 由 NTT CALL

360

GE
JIP・TSS その他

DRESS DEMOS MA.RK-1 MARK-H

性 能 16 47(3) (3) (1) 1

価 格 18 53(2) 2

納 期 7ω (1) (1) (1)

本 体 と の
インタフェrス

3 6

仕様上の要求 9 2 (1) (1)

実 績 4 4 (2) (1)

信 頼 性 23 38(2) (1) 2

操 作 性 11 28 (2) 1

保 守 性 11 29ω (1)

他に選択の余
地なし

1 3

そ の 他 1 4 (1)

表1.23 共同利用 データ通 信 システム サー ビス料金

(か っこ内 は併 用ユーザ を示 す)

サービス料 金
NTTCALL GE

JIP・TSS その他
DRESS DEMOS 360 MARK-1 MARK-H

高 価 7 27(2) ω (1) 1
、

普 通 40 67(3) (3) (1) {2) 1 (3)

安 価 9 12

表1.24 共同利用 データ通信 システム オ〔 レ一夕

(か っこ内は併 用ユ ーザを示す)

オ ペ レ ー タ
NTT CALL

360

GE
JIP・TSS その他

DRESS DEMOS MARK-1 MARK-H

専 任 者 24(1) 28 ω 1

管 理 者 8 25 (1) 1

作 業 員 3 23(1) (2) 1

一 般 事務 員 36 35(2) (1) (1) (3) 1 (3)

営 業 担 当 者 5 1

技術研 究 者 11(1) (1)

オ ペ レ ー タ

プ ロ グ ラ マ

含{D

そ の 他

システム利用者 1 5
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1.7現 用 端末機 器に対す るユーザの評価

現在使用 している端末機器に対 し,ユ ーザが どの ように評価 してい るかを性能面,信 頼性,保 守

性,操 作性,経 済性の面か ら質 問 して得 られた回答 を機種 別に集計 して表1.25(1)及 び表1.25(2)に 示

し,表1.25(1)は 自営 システムユ ーザ}ζ関す る もの,表1.25(2)は 共 同利用 システ ムユ ーザに関 する も

の である。
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表1.25(1)現 用 端末機器に対す るユ ーザの評価(1)

自営 シス テ ムユ ーザ

評 価 項 目
媒 体 記

録 袋 路

簡 易

端末装置

タイプライタ

端 末

キャラクタ
ディス朗
端 末

ノンfンテリ

ジェン ト

端 末

インテリ

ジ ェン ト

端 末

リモ ート
バ ッ チ

端 末

キーテープ キ→嘘ットキーディヌク

バンキング

端末装 置

デLタコレクタ そ の 他 合 計

性 能
満 足 40 3 68 26 27 7 7 5 3 2 29 6 9 232

不 満 足 8 1 25 3 13 1 1 6 5 3 65

十 分 高 い 42 4 74 28 32 6 8 4 3 1 29 9 11 251

低 い 6 21 2 7 2 1 4 3 ユ 47信 頼 性
理

由

誤 動 作 1 1 1 1 1 5

故 障 8 15 1 7 1 1 4 3 40

保 守 性

(アフターケア)

故障してもすぐ直
してくれる 42 4 93 30 39 7 8 4 3 2 34 11 9 288

故障してもす ぐ直
してくれない 5 3 1 1 1 1 12
直しに来てもな
かなか直らない 1 5 2 1 1 10

操

作

性

根 原
媒 体
セット

容 易 26 3 40 14 14 2 1 1 2 13 3 2 123

普 通 23 1 53 12 23 7 4 3 2 19 9 8 164

困 難 1 6 1 1 1 1 11

操 作

部 分

良 い 19 36 15 12 2 3 1 1 1 12 3 3 108

普 通 27 4 62 14 22 7 6 4 1 21 8 7 183

悪 い 2 1 2 1 6

ボタン

スイッチ

鍵 盤
噸

重 す ぎ る 9 3 19 1 2 9 3 1 47

丁 度 よ い 40 1 78 29 36 7 9 5 3 2 25 9 10 254

軽 す ぎ る 1 1 2

表 示

ランプ

見 や す い 9 1 33 10 12 1 1 1 2 15 5 88

丁 度 よ い 24 2 52 16 18 5 7 1 3 16 7 10 185

見 に く い 10 11 2 5 1 3 2 2 36

表 示

内 容

わ か り 易 い 6 1 28 10 12 1 2 1 2 8 4 1 76

丁 度 よ い 28 1 56 18 20 4 4 2 3 18 8 10 172

わ か り 難 い 5 1 7 1 4 2 1 2 5 1 2 31

操 作

手 順

簡 単 で 明 瞭 16 27 13 14 3 3 ユ 1 1 18 6 4 107

普 通 28 4 66 16. 23 4 5 4 2 1 12 6 6 176
複雑でわか り難
い 3 5 ] 1 1 1 2 14

疲 労 し な い 16 37 19 20 4 3 2 2 2 n 10 6 ユ32

体的にや 、疲
る 2ユ 3 38 5 7 2 1 1 11 3 2 94

オペレ
ータ

疲労度

的にや 、撰
する 10 30 6 9 1 1 3 12 3 75

肉体的 ζ非常に疲労する
1 1 4 1 1 1 9

精神的に非常に
疲労する

1 1 1 1 1 5

や か ま し い 14 ] 41 8 2 2 3 5 76

騒 音 敷 詰 ぢがが 28 3 50 2 23 4 2 1 1 24 2 3 143

静 か 7 9 28 8 2 5 4 2 3 8 8 5 89

大 き す ぎ る 3 1 20 5 3 1 2 4 5 44

大 き さ や 、大 き い 16 2 36 11 12 4 4 2 14 7 6 114

丁 度 よ い 31 1 56 18 19 2 2 2 3 2 16 2 4 158

満 足 3 8 9 3 1 1 1 3 2 31

デ ザ イン 汗 通 41 3 81 18 29 6 6 5 2 1 29 9 8 238

不 満 6 1 7 2 4 2 5 4 31
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表1.25(2}現 用 端末機器に対 す るユ ーザの評価(2)

共同利用システムユ ーザ

評 価 項 目

タイプライタ

端 末

インテリ

ジェン ト

端 末

キヂ セット

そ の 他

特殊端末

性 能
満 足 108 1 1 1

不 満 足 61

信 頼 性

十 分 高 い 133 〕 1 1

低 い 31

理

由

誤 動 作 5

故 障 31

保 守 性

(アフターケア)

故障してもすぐ直
してくれる

ユ81 1 1

故障してもすぐ直
してくれない

1

麟讃認 4 1

操

作

性

帳 票
媒 体
セット

容 易 74 ユ 1'

普 通 106 1

困 難 13 ,

操 作

部 分

良 い 77 1

普 通 111 1 1

悪 い 6

ボタン
スイッチ

鍵 盤
の感触

重 す ぎ る 39 1 1

丁 度 よ い 147 1

軽 す ぎ る 7

表 示

ランプ

見 や す い 17 1 1

丁 度 よ い 120

見 に く い 13 1

表 示

内 容

わ か り 易 い 50 1

丁 度 よ い 121 1

わ か り 難 い 1、 1

操 作

手 順

簡 単 で 明 瞭 75 1

普 通 115 1

複雑でわか り難
い 3 1

オペレ
ータ

岨 度

疲 労 しな い 42 1 1 1

ζや、渡
する

68

75
こや、渡

する

5
こ非描 こ
する
的に非常{ζ
する

8

騒 音

や か ま し い 105 1 1

やかましいがが
まんできる 82

静 か 1

大 き さ

太 きす ざ る 3 1 1

や 、 大 き い 66

.丁 度 よ い
116 1

デ η イ ン

満 足 29 1 1

普 通 134 1

不 満 21
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1.8、 将 来のデー タ通信 システム

今後 の データ通信 システム及 び端末機器に対 し,現 在のユ ーザが どの よ うな必要性 を感 じてい る

か,ま た どの ような意図 を有 してい るか とい う点に関し,質 問 した結果を表1.26～ 表1.32に 示

す。 更に携帯型 端末装 置に関す るニ ーズの調査結果 を表1 .34表1.35に,ま た漢字 システムに関 す

るニ ーズの調査結 果を表1 .36,表1.37に 示 す。 この結果は 自営 システムを保有 してい るユ ーザ

と共同利用 システムのユ ーザに分 けて表わ され てお り
,両 グル ープの間 の相違が明瞭に現 われてい

る。

表1.26新 規 オ ンライ ン化 の方 向

方 向
自 営 シ ス テ ム ユ ー ザ

共同利用システムユ ーザ

金融・保険 証券 その他 合 計

現 システムの質 的な レベルア ップ 20 70 90 93

現 シ ステムの量的な レベルア ップ 16 32 48 27

新 し く オ ン ラ イ ン 化 27 54 81 27

表L28オ ンライン化に期待 され る効果

期 待 効 果
、

共同利用システムユーザ
金融・保険 ・証券 その他 合 計

コ ス ト 低 減 16 35 51 39』

人 員 削 減 42 49 91 37

他 企 業 との 競 争 28 34 62 24

処 理 時 間 短 縮 37 118 155 103

情 報 の 高 度 化 4 4 3

サ ー ビ ス 向 上 1 4 5

管 理 水 準 向 上 1 1 1

合 理 化
'

5

そ の 他 3 3 2
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表1.27(1)将 来 のオ ンライン化計画に おけ る

適 用 業 務

`

業 種

1.

預

金

2.

為

替

3.

貸

付

4.

外

為

5.

販

売

管
理

6.

在

庫

管

賀
含
資

竺

7.

生

産

管

理

8.

工

程
管

理

9.

品

質
管

理

10.

原

価
管

理

11.

自

動

制

禦
N

ε

12.

交

通

予

約

13.

宿

泊

予

約

14.

催

物

予

約

15.

そ

の

他

予

約

16.

給

与

計

算

17.

統

計

作

表

18.

税

金

計

算

19.

単

純

計
算

1.鉱 業 ・建 設
1 1 1
(2)
1
(1) (2)

1

2.ガ ラ ス ・土 石 製 品
1 1 1

3.水 産 ・食 品
1 2 1

4繊 維 ・紙 ・パ ル プ
3 3 2 2 1 1 1

5.化 学 工業
7
(1)
7
(2)
4 2 1 1 1 2 1

ω

2
(1)

6.石 油 ・石炭製品 ・ゴム製品
1 1

7.鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品
1 3 4

{1)
4
(1)
3
(1)

「

2 1 1

8.機 械 ・精密機械
4

ω

3 3 2 1 1

9.電 気機器
3 7 4
(1) (1)ω

3

10輸 送用機器
3 8 6 5 3 3

(1)
2 1

11.そ の他製造
1 1 1 1 1

12電 力 ・ガ ス
2 3 3 1

13.運 輸 ・倉 庫 ・不 動 産
21

(1)

2 1
(1)
1
(1)

1 1

14.商 業
2 5 1 1 1 1 1 1

15.金 融 ・保 険 ・証券
22 24 37 10 1 1 7 1 2

16.官 庁 ・政府機関
2 1 2 2 1 3 5 1

、

17.地 方公共団体
1 1 1 1 3

1&学 校 ・研究所 ・病院 (1) (1) (D

19.組 合 ・諸 団 体
1 1 1 1

20.通 信 ・出 板 ・サ ービス ・そ の他
1 4 2 1 1 2 1 1 1 1

21.電 子計算機メーカ関係
1 1

、

22.ソ フ トウエア開発 ・計 算 セ ン タ
q

2 1 2 3 6 5 3 1 3 1 1 1 2 1

合 計
η 25 40 13

6〕罰
32
(5)
24
(5)
10
(1)
15
(3
10
(1)
2 2 1 1 13

(1)
21(
1)
5 9(
1)
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適用業務(自 営 オ ンライ ンシステ ムユ ーザ)

(か っ こ内は共同利 用 との併用 ユーザを示す)

回

答

数

-

①(

2

3

6

9

勾(

1

6
バU(

5
U(

6
D(

10

2

6

9
0(
6

47

8

8

2

3

4

3

16

鵠

7

そ
の

他4

1

1

1

1

2

1

7

脆

都
市
開
発

1

1

壺

ク
レ

ジ
ッ

ト

照

会

1

3

ω

2

6
D(

姐

情

報
サ

ー

ビ
ス

1

3

1

8

3

2

2

1

7

宏

悠

行

政

3

2

5

姪

証

券

1

1

仙

受
託
計
算

1

1

3

1

8

14

⑩

自
動
検
針

ユ

1

2

9

汚

染

観

測
・

交

通

制

御3テレコントロール(大

気

2

2

路

ソ
フ

ト
ウ
エ

ア

作

成

0

1

3

Q
1

3

U

5

13⑧

留

教

育

1

1

1

1

2

6

釜

医

療

1

1

2

3

7

距

保

険

3

2

2

7

M

配

送
・

運

送
・

出

荷

2

2

7D
{
1

3

4

1

1

3

4

3

1

4

訪ω

鍬

顧
客
管
理

1

1

2

1

1

2

1

1

13

1

2

4

30

銘

給
配
電

乱

商
品
管
理

1

1

3

1

2D
(

1

2

2

3

1

1

4

2D2

ー

鋤

販
売
仕
入

2

ω
1

1

1

2

1

4

2D-
(

胞

購
買
管
理

1

1

2

-
D(
4

3

2

2

1

1

4

2

Dリム(

宏

メ
ッ

セ

ー

ジ

交

換

1

2

2

1

2

1

2

3

9

3

1

1

1

四

刀

情
報
検
索
・

特
許
資
料

-鋤(

3

3

1

5

4

2バ
U(

3

13

4

2

ω

2

1

6

50
⑤

宏

勘

踊

躍
レ
ク
ト
メ

1

1

2

宏

人
事
労
務

U
1

2

4

3

1

5

3

1

10

3

1

1

2

1

2

ω
u

風

経
理
会
計
財
務
資
金
管
理

1

1

1

2バ
U(

1

3

2

1

2

-
D(
2

5

1

1

1

1

、
'
田
但

田

経
営
管
理

2

3バ
U(

1

2

3

1

1

1

1

17

1

3

1

6

)ρ0

2

分
析
測
定
・

予
測
計
算

ω

1

-
D(

2

ω
1

1

3

7

4

ω

5

巧
4(

江

研
究
開
発
計
算

②

-

鋤(

1

1

ω
3

1

1

2
D(

2

12

⑥

m

技
術
設
計
計
算

-

鋤(

1

-

鋤(

2

3

-
D(
3

1

2

1

2

1

ー
ハU(

1

4

25
m
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表1.27{2)将 来 の オ ン ラ イ ン

適 用 業 種

業 種

1.

預

金

2.

為

替

3.

貸

付

4.

外

為

5.

販
売

管

理

6.

在

庫

管

理
令
資

竺

7.

生

産

管

理

8.

工

程
管

理

9.

品

質
管

理

1α

原
価
管
理

11.

自

動

制

禦
N

ε

12.

交

通

予

約

13.

宿

泊

予

約

14.

催

物

予

約

15.

そ
の

他

予

約

16.

給

与

計

算

17.

統

計

作

表

18.

税

金

計

算

19.

単

純

計

算

1.鉱 業 ・建 設 1 1 1 1 1 4 3 8 1 9 2 1 1 1 5 4 1

2.ガ ラス ・土 石製品 2 3 1 1 1 1 1

3水 産 ・食品 4 4 2 1 2 3 2

4繊 維 ・紙 ・パ ル プ 1 1 1 2 2 2 2 1 2 1 2 2 1

5.化 学 工業 4 5 2 4 3 1 1

6.石 油 ・石 炭 製 品 ・ゴム製 品

7.鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品 2 3 1 3 1 2 1 , 3 2 1 1

&機 械 ・精密機械 1 2 2 2 1 1 1

9、電気機器 2 4 1 4 2 2

1α輸送用機器 2 3 1 2 1 1

11.そ の 他 製造 1 3 2 1 2 1 1 2 2 1

12電 力 ・ガス

13運 輸 ・倉庫 ・不動産 1 1

14.商 業 14 14 2 3 12 5 2 2

15.金 融 ・保 険 ・証券

16.官 庁 ・政府機関 1 1 1

17.地 方公共団体

1&学 校 ・研究所 ・病院 1

1g.組 合 ・諸 団 体

20.通 信 ・出 版 ・サー ビス ・そ の他 1 1 1 1 4 2 1 1 4 1 1 1 1 5 5 4 2

21.電 子計算機メーカ関係

22.ソ フ トウエア開 発 ・計 算 セ ン タ 1 1 1 1 2 2

合 計 4 3 2 3 39 48 20 29 4 34 8 3 2 2 43 27 11 6
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化計画の適用業務(共 同利用ユーザ)

回

答

数

14

4

4

4

5

8

5

7

3

4

1

邪

1

1

4

42

3

ぷ

乳

そ
の

他4

1

1

2

姐

都
市
開
発

1

2

13

頗

ク

レ

ジ
ッ

ト

照

会

1

1

1

3

牲

情

報
サ

ー
ビ

ス

1

2

1

1

1

6

但

行

政

1

1

2

岨

証

券

1

1

2

社

受
託
計
算

1

1

3

2

7

ω

自
動
検
針

1

1

皿

謹㌔

㍗躍

袖魏

1

1

路

ソ

フ

ト

ウ
エ

ア

作

成

3

2

2

1

1

1

1

3

1

15

肌

教

育

1

1

2

1

5

領

医

療

1

1

2

田

保

険

1

1

鯉

配
送
・

運
送
・

出

荷

1

2

4

3

1

3

1

15

田

顧
客
管
理

2

2

1

1

5

2

13

肱

給
配
電

弧

商
品
管
理

2

4

1

2

2

2

11

1

25

皿

販
売
仕
入

1

3

1

2

3

2

9

1

2

四

購
買
管
理

2

2

1

2

1

1

1

1

2

3

1

1

18

宏

メ
ッ

セ

ー

ジ

交

換

1

2

1

2

1

7

7

情
報
検
索
・

特
許
資
料

8

1

1

1

1

1

2

2

η

宏

都

鴎

擢
レ
ク
ト
メ

1

1

1

宏

人
事
労
務

3

1

1

1

1

4

2

1

14

為

経
理
会
計
財
務
資
金
管
理

1

1

2

1

2

1

1

9

,

2

勿

田

経
営
管
理

1

2

1

3

1

2

1

7

1

2

21

2

分
析
測
定
・

予
測
計
算

1

1

1

2

3

1

1

1

3

14

匁

研
究
開
発
計
算

7

1

1

2

2

3

2

10

1

⑳

宏

技
術
設
計
計
算

12

1

1

1

3

3

3

2

1

1

2

36

2

68
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表1.29

も

オ ンライ ンに想 定してい る端末機器

想定 している端末機器
自営 シ ス テ ム ユ ー ザ

共同利用 システムユーザ

金融・保険 ・証券 その他 合 計

現 機 種 の 増 設 11 20 31 24

性 能 改 善 9 22 31 47

新 機 能 導 入 33 92 125 61
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表1.30端 末 機器に希望す る改良点

改 良 点
自 営 シス テ ム ユ ーザ

共同 利用 システムユ ーザ
金融 ・保険 ・証券 その他 合 計

入出力機器の豊富 さ 25 45 70 51

入 出 力 速 度 向 上 17 52 69 61

通 信 速 度 向 上 11 35 46 26

信 頼 性 向 上 12 30 42 13

騒 音 低 下 10 17 27 51

操 作 性 向 上 16 34 50 12

形 状 改 善 3 3 4

イ ン テ リ ジ ェ ン ト化 14 31 45 2

価 格 低 下 12 30 42 27

そ の 他 1 4 5 5
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表1.31導 入予

単機能端末 会話型端末
'

複合端末 デ汐 エントリ端末

自営 共同 自営 併用 期 自営 併用 共同 自営 併用 共同

1.鉱 業 ・建 設 1 1 1 1 3 5 1 2

2.ガ ラス ・土 石製 品 1 2 1 1

3.水 産 ・食品 1 1 1 1 1

4.繊 維 ・紙 ・パ ル プ 1 2 2 3

5.化 学工業 1 1 3 3 1 4

'

6.石 油 ・石炭製品 ・ゴム製品 1

7.鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品 1 4 1 1 3 1

8.機 戒 ・精密機械 1 2 1 1 1 2

9.電 気機器 1 1 2 1 2 1 3 3

10輸 送用機器 2 3 2 1 2

11.そ の他製造 1 1 2 1 1

12.電 力 ・ガス
5 2

13運 輸 ・倉庫 ・不動産 5 1 4 2

14.商 業 2 1 3 7 2

15.金 融 ・保 険 ・証 券 2 10 8 3

16.官 庁 ・政府機関 3 3 1

17.地 方公共団体 1・ 2

18.学 校 ・研 究 所 ・病 院 2 2 1 1

19.組 合 ・諸団 体 1 1

20通 信 ・出版 ・サー ビス ・そ の 他 4 1 3 1 2 2

21.電 子計算機メーカ関係 1 2 1

22.ソ フ トウエア開 発 ・計 算 セ ン タ 4 1 7 6 5

合 計 12 13 57 4 15 46 4 31 26 1 7
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定の端末機種分類
l

POS端 末紺染苔諺 物流用端末 生産管理端末
その他専用端末

漢字端末
その他特殊端末

自 営 自 営 自 営 自営 併用 共同 自営 併用 共同 自営 共同

1 1 1 1

1

1 1 3 1

1 1 2

1 1 ノ』型 コン ピュータ

1 1 2 1 1

1 1 2 1 2 オーダエ ン トリ

1 1 2 1
'

1 2 4 1

1

1 1 教育用1 1

1 1 1
'2

1
予約用2ホ テル1
医 療1交 通1

ミニ コ ン

2 1 1

4 29
証券用4
保険用1

チ ャー ト

1 1

交通用1 1

教育用1
医療用1

グラフィック

ディスプレイ

医療用2 1

1 2
プロッタ

構造設計

教育用1 1

4 2 2 2 医療用1

18 33 5 15 1 3 17 2 5 5 4
.
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表1.32(1}将 来 の オ ン ラ イ ン シ ス テ ム

'

1.

鍵 盤

2.

押 しボタン

3.

ス イ ッ チ

4.

ラ イ トペ ン

5.そ の他

手操作入力

6.

紙 テープ

必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要

1.鉱 業 ・建設 1 1 1 1 1

2.ガ ラス ・土 石 製品 1 1 1 1 1 1 2 1 1

3.水 産 ・食品 2 1 1 2 1 1 1 1 1

4繊 維 ・紙 ・パ ル プ 4 1 1 3、 4 1 2 1 3 2

5化 学工業 6 1 4 1 1 4 1 4 1 3 2

a石 油 ・石炭製品 ・ゴム製品 1 1

7.鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品 5 1 2 3 1 1 2 1 5 4 2

&機 械 ・精密機械 4 1 2 1 3 1 2 2

9.電 気機器 4 2 1 3 2 2 4 1 1 3 1

10輸 送用機器 4 4 2 3 2 2 4 1 5 2 2 1 3

11.そ の他製造 2 2 1 1 2 1 1

12.電 力 ・ガス 5 3 2 3 2 2 2 1 2 1

13.運 輸 ・倉 庫 ・不動 産 7 2 3 3 1 4 1 2 3 2
バッジ戸タな と

1
4 3 1

14.商 業 4 2 1 4 1 2 1 2 2 2 1 3 1

15.金 融 ・保険 ・証券 ① 3 12 14 5 13 11 9 2 14 16 11 10 16

16.官 庁 ・政府機関 5 1 2 2 1 2 1
エッジカード

1
2 1

17.地 方公共団体 3 1 3 3 1 1 1 1 2

1&学 校 ・研究所 ・病 院 2 1 1 2 2 1 1

19組 合 ・諸団体 2 1 2 1 1 1 1 2 1 1 1 1

20通 信 ・出版 ・サ ービス ・そ の 他 1 2 1 1 1 1 3
ファンクションキー

1
,

1 2

21.電 子計算機メーカ関係 3 2 1 1 1 1 1 1

22ソ フトウエア開 発 ・計 算 セ ン タ 12 3 1 8 1 3 5 2 11 2
クレジットか ド

1
2 5 5

合 計 116 25 1 28 66 13 27 50 26 16 70 33 35 46 40
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(自 営 シ ス テ ム ユ ー ザ)における入力機能

7.

紙 カ ー ド

8.

磁 気 テ ー プ

9.

カセッ トテープ

1α

マークカー ド

11.

マー クシー ト

12.

磁 気 カード

13.

OCR

14.

MICR

15.

その他媒体入力

必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要

1 1 1 1 1 1 1 1

2 2 2 2 2 1 1 1 1 楡' 1 1

1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 3 1
卜

4 3 1 4 1 1 1 3 1 2 1 3

1 1 2 2 2 1 2 2 1 4 2 4 1 3 2 2 1 1 2

1 1 1 1

1 3 2 3 3 3 2 3 2 2 3 1 3 1 2 3 1 4

3 2 2 2 1 1 2 2 1 3 2 1 2 1

1 4 1 4 2 2 3 2 1 2 1 4 4 1 3

3 3 1 1 4 1 2 3 4 2 4 2、 1 4 3 2 2 2 3 自動 ヲうレ読取
1

1 1 2 2' 2 . 1 1 1 1 1 1 2

2 1 2 1 2 1 2 1 3 1 3 3 1 3

5 2 1 4 2 4 3 1 2 3 4 2 2 4 1 4 2 2 4
バッチカードリーダ

音声入力2

3 2 4 2 2 3 1 4 1 4 2 3 2 3 1 2 2

5 4 24 10 10 17 3 21 11 3

k

6 23 2 8 22 12 7 15 7 20 10 7 15 13 2 ↑

立 士
日戸,

1

1 1 1 1 2 2 1 1 2 1 2 1 1 矛イヌめ ト
APR

1 2 1 2 1 1 2 1 3 1 2 1 2 1 1 3 1 1 2

1 1 2 1 1 2 2 2 2 2

1 2 1 1 1 1 2 2 2 2 2

1 2 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 3 3 3
POSレ ーザ読取
1

1 2 3 1 1 1 2 1

3 3 6 7 5 1 1 6 4 4 7 4 7 2 7 2 11 1 4 4 クレジットリーダ

1

22 42 49 28 55 34 10 65 35 ll 54 39 11 53 44 16 2 63 22 69 27 11 35 55
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表1.32(2)将 来 の オ ン ラ

1.

鍵 盤

2.

押 ボ タ ン

3.

ス イ ッ チ

4.

ラ イ トペ ン

5.そ の他

手操作入力

6.

紙 テ ープ

必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要

1.鉱 業 ・建 設 2 1 1 1 1 1 1 1 1

2.ガ ラ ス ・土 石 製 品

3.水 産 ・食 品

4.繊 維 ・紙 ・パ ル プ

5.化 学 工業 4 1 2 1 2 2 1 1 2

6.石 油 ・石炭製 品 ・ゴム製品

7.鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品 1

8.機 械 ・精密機 械 1 1 1 1 1

9.電 気機器 1 1 1 1 1

1α 輸送用機器

11.そ の 他製造

12.電 力 ・ガ ス

13、運 輸 ・倉 庫 ・不動 産 、 1 1 1 1 1

14.商 業

15.金 融 ・保 険 ・証 券

16.官 庁 ・政府機 関

17.地 方公共団体

18.学 校 ・研 究 所 ・病 院 1 1 1 1 1

19.組 合 ・諸 団 体

20通 信 ・出 版 ・サ ー ビス ・その 他

21.電 子計 算機 メーカ関係

22.ソ フトウエア開 発 ・計 算 セ ンタ

合 計 8 3 3 4 2 3 4 2 1 4 4 2 2 5
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インシステムにおけ る入力機能(併 用 ユーザ)
ぐ

7.

紙 カ ー ド

8.

磁 気 テープ

9.

カセットデrプ

10.

マークカー ド

11.

マークシー ト

12.

磁気 カー ド

13.
OCR

14.
MICR

15.その他
媒体入力

無 回 答
必
須
希
望
不
要
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必

須

1

希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要

2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1

1 2 3 1 2 1 2 1 2 1 2 3 3

1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1

〃

1

3 5 3 3 4 4 1 5 4 1 1 6 1 1 6 2 7 2 2 5 1 7 2
4
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表1.32(3)将 来 の オ ン ラ イ ン シ ス テ ム

1.

鍵 盤

2.

押 ボ タ ン

3、

ス イ ッ チ

4.

ラ イ トペ ン

5.そ の他

手操作スカ

6.

紙 テ ー プ

必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
亜
必
須
希
望
不
要
必1希
須 望
不
要
必
須
希
望
不
要

L鉱 業 ・建設 9 4 6 2 2 6 2 2 3 3 4 7 4 2

2.ガ ラス ・土 石 製 品 3 1 2 1 3 4 1 3

3水 産 ・食品 2 2 1 3 1 3 3 1 3

4繊 維 ・紙 ・パ ル プ 3 1 1 2 1 2 1 3 3 1

5化 学工業 3 1 2 1 1 2 1 3 3

6.石 油 ・石炭製品 ・ゴム製品

7、鉄鋼 ・非鉄金属 ・金属製品 5 3 2 5 2 2 1 1 2 3 4 3

&機 械 ・精密機械 2 2 1 2 1 2 1 2 2 2

9.電 気 機器 5 1 1 3 2 1 1 2 1 3 1 1

10.輸 送用機器 3 3 1 1 1 2 1 2 1

1Lそ の他製造 1 2 2 1 1 2 2 1 2 1

12.電 力 ・ガ ス

13.運 輸 ・倉 庫 ・不動 産

14.商 業 11 7 1 4 9 2 7 9 2 6 6 15 4

15.金 融 ・保 険 ・証 券 1 1 1 1

16.官 庁 ・政 府機 関 1 1 1 1 1

17.地 方公共団体

18.学 校 ・研 究 所 ・病 院 2 2 1 3 1 3 2 1 1 3

19.組 合 ・諸 団 体

20.通 信 ・出版 ・サ ービス ・そ の他 33 15 1 10 26 4 13 24 3 2 24 12 28 15 2

21.電 子計算機メー カ関係

22.ソ フトウエア開 発 ・計 算 セ ン タ 1 1 1 1 1

合 計 84 42 2 29 65 11 39 53 10 13 50 36 71 63 8
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(共 同 利用ユ ーザ)における入力機能
瘡

7、

紙 カ ー ド

8.

磁気 テープ

9.

カヒットテー プ

lo

マークカード

11.

マークシー ト

12.

磁気 カー ド

13.

OCR

14.
MICR

15,その他

媒体 入力
無 回 答

必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必 希 不
須 望 要

2 7 2 5 5 2 4 5 3 1 3 6 3 7 1 8 7 3 2 7 1デ ィスク 2

2 1 2 1 2 1 3 1 2 1 1 2 3 1 一 ,1、
ユ

1

1 2 3 1 2 1 2 1 2 3 1 1 一 計 算結 果
フロッピーデ ィス ク

2 1 1 3 2 1 2 1 1 2 1 2 2 1 1 1

4 1 2 3 1 2 2 2 2 2 2 3 2 1 1 2

〕

2 2 2 4 3 2 3 2 2 2 2 1 3 3 1 2 3
'1

2 1 1 1 1 1 3 1 1 2 1 2 1 2 1 1 1 2 1 1

1 4 2 2 3 1 3 1 2 2 3 1 2 3 1

1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1・ 2 1 1 2

1 1 1 1 2 1 1 1 2 1 1 1 2 2 1

1

3 7 7 2 6 5 1 9 5 6 7 8 5 8 5 2 8 5 4 6 6

1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1

2 2 3 1 2 1 1 3 1 3 3 2 1 1 2

7 盤 11 4 24 8 1 26 8 1 13 18 1 12 18 1 17 14 3 12 13 12 15 5

1 2 2

26 54 30 26 54 田 16 55 27 6 42 43 4 37 47 1 32 53 8 邸 32 27 46 21
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表1.33(1)将 来 の オ ン ラ イ ン シ ス テ ム

1.

ラインプ」ンタ

2.

シリァルカ ンタ

3.、

kカ ンタ

4.

数 示

5.

キ ャラクタi蘇
6.

図i表 示

必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要

1.鉱 業 ・建 設 1 1 1 1 1 1

2.ガ ラス ・土 石製 品 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1

3.水 産 ・食 品 3 3 1 1 1 1 1 1 1 1

4,繊 維 ・紙 ・パ ル プ 1 4 2 1 2 2 1 2 1 1 4 1 2 1

5.化 学工業 5 2 4 1 1 2 3 1 1 3 3 3 1

6,石 油 ・石 炭製 品 ・ゴム製 品 1 1 1

7.鋼 岡・非鉄鋸 ・金雇毒製品 3 2 3 2 1 2 3 3 4 2 2 3

8.機 械 ・精密機械 4 1 1 2 1 1 1 1 5 2 1

9.電 気機器 3 3 2 2 2 1 4 6 1 3

10.輸 送用機器 1 5 1 3 4
2 3 5 2 6 1 5 1

11.そ の 他製 造 2 1 1 2 1 1 2 1 1

12.電 力 ・ガ ス 4 1 1 3
2 1 5 1 6 3 1

13.運 輸 ・倉庫 ・不動 産 5 1 1
警
4

2 3 4 2 1 5 1 1 1 2 2

14.商 業 6 2 2 1 1 3 3 1 1 4 2 1 2 1

15.金 融 ・保 険 ・証 券 16 16 6 26 6 3 3 11 14 28 7 2 27 10 2 3 19 12

16.官 庁 ・政府機関 3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 4 1 3 1

17地 方公共団体 3 2 1 1 1 1 2 2 1 2 1 3

18.学 校 ・研 究 所 ・病 院 1 1 1 1 2 1 1 1 1

19.組 合 ・諸団 体 1 2 3 1 1 1 1 1 2 1 1

20通 信 ・出版 ・サ ー ビス ・その 他 1 2 2 1 1 2 2 1 2 3

21.電 子計算機メー カ関係 2 1 1 1 2 1

22.ソ フ トウエア開 発 ・計 算 センタ 8 3 2 5 5 2 1 7 2 7 6 1 8 6 2 10 1

合 計 72 48 12 60 41 13 6 39 44 71 34 11 84 35 13 11 64 33
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(自 営 シ ス テ ム ユ ー ザ)における出力機能

7.

XYプ ロッタ

8.静 電 式

プ ロ ッ タ

9.

紙 テ ー プ

10.

紙 カ ー ド

11.

磁 気 テープ

12.

カセットヂ プ

13.

磁気 カ ー ド

14そ の他

媒体 出力

15.

音 声 出 力

必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
1須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要

1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 2 2 2 1 1

1 1 1 1 1 2 2 2 1 1 1 1 1 1
㏄M
1

1 2 3 1 1 2 2 2 1 3 2 1 3

1 3 1 3 4 2 2 2 2 3 1 2 2 1 3 1

1 1

4 4 2 4 2 4 1 3 2 2 3 2 2
テンスク

1

1 2 2 1 2 2 1 1 2 1 1 1 1 3
キャラクタ 表示

1ハ ードコ・ピー
1

3 2 1 3 1 2 1 1 3 1 1 4 2 2 4

3 1 2 1 2 3 1 3 3 1 4 2 2 3 1 3 3 5 1

1 1 1 2 1 1 1 1 2 2 2 1.

1 1 1 2 1 1 2 3 3 1 1 1 3 ガ スク
1

1 4
・

1 4 2 3 1 3 2 1 3 1 2 3 5 1

1 2 1 2 3 2 2 3 3 2 2 3 1 3

1 6 18 5 20 10 12 16 3 3 26 11 7 18 2 21 11 5 11 16
ディスケッ ト

2口 ↑1
2 2

1 1 2 1 1 2 1 1 1 2 2 モニターデ ィス ク

1 1 2 1 3 2 1 4 1 2 1 2 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1
ディスケット

1

2 2 2 1 2 2 2 2

田加L2 1 3 3 1 2 1 2 2 1 3
1

1 1 1 1 1 1 2 1

騨十1 7 4 3 7 3 3 6 1 3 6 8 5 1 7 2 1 1 8 2

9 31 53 2 22 65 24 43 50 11 田 61 37 46 34 8 60 36 6 21 70 8 3
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表1・33(2)将 来 の オ ン ラ イ ン シ ス テ ム

＼
し

1.

ラインカ ンタ

2.

ジ戊ア}切 ツンタ

3.

特殊 プルタ

4.

数 字 表 示

5.

キャラク芳 否
,一
6.

図 多表示

必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望

:不

要

必
須
希
望
不
要

1,鉱 業 ・建 設 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2.ガ ラ ス ・土 石 製品
「

3.水 産 ・食品

4.繊 維 ・紙 ・パ ル プ

5.化 学工業 2 1 3 1 3 1 2 1 1 3 2 1

6.石 油 ・石炭製品 ・ゴム製品

7.鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品 1 1 1 1 1 ]

8.機 械 ・精密機械
、

9.電 気機器 1 1 1 1 1 1

lo輸 送用機器

U.そ の他製造1

12.電 力 ・ガ ス

13.運 輸 ・倉 庫 ・不 動 産 1 1 1 1 1 1

14.商 業

15.金 融 ・保 険 ・証 券

16.官 庁 ・政府機関

17地 方公共団体

18.学 校 研 究所 ・病院 1 1 1 1 1 1

19.組 合 ・諸 団体

20.通 信 ・出 版 ・サ ー ビス ・その 他

21.電 子計算機 メー カ関係

22.ソ フトウエア開 発 ・計 算 センタ

合 計 4 3 1 6 2 2 1 1 7 5 2 2 5 4 1 6 3
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(併 用 ユ ーザ)における出力機能
'

7.8.静 電 式

XYプbッ タ プ ロ ッ タ

9.

紙 テ ー プ

10.

紙 カ ー ド

11.

磁気 テープ

12.

ガセツトテ プ

13.

磁 気 カード

14.その他
媒 体出力

15.

音 声 出 力

必
須
希
望

1不 必

要 須

希
望
不
要

必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不 必
要 須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要

1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 1 2 1 1 2 1 2 2 1 1 2 3

1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1

}

1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1

'

1 5 1 4 3 1 2 5 1 4 3 4 4 1 1 4 4 1 6 1 1

.
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表1・33(3)将 来 の オ ンラ イ ン シ ス テ ム

1.

ラインカ ンタ

2.

ソ戊フルワツンタ

3.

特殊 プルタ

4.

数 字 表示

5.

キャラク嬢 示

6.

図 形 表示

必
須
希
望

'不

要

必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必

、須

希
望
不
要
必
須
希
望
不
要

1.鉱 業 ・建 設 9 5 3 3 3 3 5 3 7 1 3 8 2 9 1

2ガ ラス ・土石製品 4 2 2 2 2 1 1 2 3 1 3 1

a水 産 ・食品 1 3 1 1 1 2 2 1 2 2 1

4.繊 維 ・紙 ・パ ル プ 2 2 3 2 1 2 2 1 2 3

5化 学工業 2 3 2 2 2 1 1 2 2 2 2

6石 油 ・石炭製品 ・ゴム製品

7.鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品 6 2 .3 1 2 1 4 1 2 2 2 3 2 4 1

&機 械 ・精密機械 2 1 1 2 2 1 3 1 2 2 1

9.電 気機器 3 2 1 1 2 1 4 2 1 1 2 1 3 1

10.輸 送用機器 2 1 1 1 3 3 1 2 2 1

11.そ の他製造 1 1 2 1 1 1 1 1 1 2 1

12.電 力 ・ガ ス

13.運 輸 ・倉 庫 ・不 動産

14.商 業 8 9 2 3 6 2 4 7 10 4 2 11 1 1 10 3

15.金 融 ・保 険 ・証券 1 1 1 1

16.官 庁 ・政府機関 1 1

17.地 方公共団体

18.学 校 研 究所 ・病院 4 3 1 2 4 3 2 1 1

19.組 合 ・諸団 体

20.通 信 ・出版 ・サー ビス'そ の 他 28 15 1 4 18 7 18 12 22 15 1 9 16 9 9 20 7

21.電 子計算機 メーカ関係

22.ソ フ トウエア開 発 ・計 算 センタ 2

合 計 71 48 5 14 42 ① 1 38 姶 57 38 9 26 52 17 18 田 24
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・

(共 同 利用 シス テムユーザ)における出力機能

7.

XYプbッ タ

8.静 電 式

プ ロ ッ タ

9.

紙 テ ー プ

10.

紙 カ ー ド

11.

磁 気 テープ

12.

カセットテ プ

13、

磁 気 カー ド

14.その他

音声 出力

15.

音 声 出 力

必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要
必
須
希
望
不
要

4 8 1 5 4 3 4 4 1 4 5 2 5 4 2 5 4 1 8 3

1 1 1 2 1 1 3 4 3 1 1 2 1 1
フロッピL

1
1

2 , 1 1 2 1 3 1 2 1 2 3

2 1 1 2 2 1 1 1 2 1 2 1 2 1 2 1 1

2 2 1 3 1 1 2 1 2 1 3 1 2

3 2 1 1 1 2 5 4 2 4 3 1 4 1 4
CRT
1

2 1 1 1 2 1 3 1 1 1 2 1 1 3 1 1 2

1 1 1 3 1 1 1 2 1 2 1 3 3 1

2 1 2 1 2 2 1 2 1
、 1 1 1 3

デfスク

1

2 1 1 1 2 1 1 1 2 1 1

5 2 2 3 1 12 5 2 6 5 3 5

'

4 1 5 5 5 6 1 1

1 1 1 1

1 1 1 1 1 1

1 2 2 1 3 1 2 1 1 2 1 1 1 1 1 2 1

11 27 6 1 10 17 15 21 4 3 13 15 6 15 10 3 21 12 15 15 .

1 1 1
ディヌク

1

27 54' 15 4 28 出 43 54 13 8 45 34 24 43 27 15 50 31 カ 52 1 8

戸
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表1.34携 帯 用

オ フ ィ ス 内 で

持 歩 き 主 用

セールスマン が

外部で持歩き使用

TSS利 用 者が

自宅に持帰 り使用

使用できる分野は
な い

自営 併用 共同 自営 併用 共同 自営 併用 共同 自営 併用 共同

1.鉱 業 ・建 設 5 1 5 1 3 2

2ガ ラス ・土石製品 2 1 1 1

3.水 産 ・食品 1 3 1 3

4繊 維 ・紙 ・パ ル プ 2 1 2 2 1 2

5,化 学 工業 3 2 3 4 3 2 1 1 1

6.石 油 ・石炭製品 ・ゴム製品 1

7.鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品 2 1 1 3 1 1 1 1 1 4

8.機 械 ・精密機械 、1 1 1 5 1 1 2

9.電 気機器 4 1 2 1 1 1 4

10.輸 送用機器 5 1 1 2 1

11.そ の他製造 1 1 1 1 1
'

1

12.電 力 ・ガス 1 2 2

13.運 輸 ・倉 庫 ・不 動 産 4 1 2 3 2

14.商 業 10 5 7 1 1 5

15.金 融 ・保 険 ・証 券 6 24 3 15

16、官庁 ・政府機関 2 3 1

17.地 方公共団体 2 1 3

18.学 校 ・研 究 所 ・病 院 2 1 1 1 1

19組 合 ・諸団体 2

20.通 信 ・出版 ・サー ビス ・そ の 他 2 11 1 4 1 10 2 16

21.電 子計算機 メーカ関係 2 1 1

22.ソ フトウエア開 発 ・計 算セ ンタ 5 1 5 2 1 3

合 計 43 6 40 62 6 23 16 3 20 40 1 39
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端末機器の ニ ーズ

使用可能性あ り
(用 途 不 明)

、

そ の 他

自営 併用 共同

8錫 事麟 より入力(工事工程醐)① 出先機関で使用

1

① 工場内稼動

φ

2

1 ① 検針員,作 業員等

① 出張先職場での測定データ

8㍊ 線醒蟹離普鶴
① 故障時のバックアップ用

8談 轡 徽 遺時における都踊 求 ① 倉庫からの鹸 入力

1

① 企業診断員が出張先で使用

① 地方における移動使用

窃 技術者が現場で使用
① 工事現場で使用

① 店舗内 ・倉庫内で移動使用

5
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表1.35携 帯 用端末機

＼
テ ンキ ー ファンクシ ョンキ ー タイプライタ鍵盤

その他入力
自営 併用 共同 自営 併用 共同 自営 併用 共同

1.鉱 業 ・建 設 1 1 4 2 8

2.ガ ラ ス ・土 石 製品 1 1 1 1 1 2

3.水 産 ・食品 2 1 2

4繊 維 ・紙 ・パ ル プ 2 2 2 2

5.化 学工業 3 1 2 1 3 2 2 ラ イ9トペ ン

6.石 油 ・石炭製品 ・ゴム製品

7.鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品 4 1 1 3 1 4 3

8.機 械 ・精密機械 2 2 3 2 3 1 1 ト クンカード

9.電 気機器 4 1 2 1 1 1 3 音声

1α輸送用機器 3 3 1 5 1

11.そ の 他製 造 1 1 1 1 1

12.電 力 ・ガ ス 2 2

13.運 輸 ・倉庫 ・不 動 産 3 3 5 1

14.商 業 4 9 5 3 8

15.金 融 ・保険 ・証 券 24 1 17 12 音声

16.官 庁 ・政府機関 1

17.地 方公共団体 2 2

18.学 校 ・研 究所 ・病 院 3 3 1 2

19、 組 合 ・諸 団体 2 1 1

20.通 信 ・出版 ・サ ービス ・そ の他 8 8 2 21 紙テープ入力

21.電 子計算機 メーカ関係 3 2 1

22.ソ フトウエア 開発 ・計 算 センタ 4 6 6

合 計 63 2 31 56 21 57 7 54
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器の望ましい入出力形式

音声出力 テ ー プ プ リ ン タ ペ ー ジ プ リ ン タ 数字表示 キ ャラクタ表 示

その他出力
自営 併用 期 自営 併用 共同 自営 併用 共同 自営 併用 共同 自営 併用 共同

1 4 2 2 1 1 4 1 3

2 1 2 1 2 2

2 2 1

1 2 1 1 3 1

1 1 1 1 2 3 3 3 3 1 1

1 1 3 2 1 4 3 1

1 2 1 2 5 1

1 1 2 2 2 1 3 1 1

2 1 1 4 2 1 6

1 1 1 1 1 1 1

2 2 3

1 3 4 1 5 1

1 4 1 2 3 2 5 2 2

5 5 16 1 17 17

1

1 1 5

3 1 2 1 2

1 2

1 2 8 11 12 1 4 XYプbッ タ21

1 1

3 4 4 4 6

15 1 13 12 2 22 49 6 21 45 4 37 66 5 18

、
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表1.36漢 字 入出

絶 対 必 要 あれば極めて望ましい あれば使用可能

自営 併用 共同 自営 併用 共同 自営 併用 共同

1.鉱 業 ・建 設 1 4 1 7

2.ガ ラ ス ・土 石 製 品 3 2 1

3水 産 ・食品 1 3 1 1

4繊 維 ・紙 ・パ ル プ 1 2 3

5化 学工業 2 3 3 5 1 2'

6.石 油 ・石炭製品 ・ゴム製品 1

7.鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品 1 1 5 3 1

&機 械 ・精密機械 1 1 1 3 2

9.電 気機器 1 1 3 1 2

10輸 送用機器 3 2 2 1

11.そ の他製造 2 2 1

12.電 力 ・ガ ス 1 1 2

1a運 輸 ・倉庫 ・不動産 3 1 3

14.商 業 1 2 12 5 5

15.金 融 ・保険 ・証 券 1 23 1 15

16.官 庁 ・政府機関 4 1 2

17.地 方公共団体 7 4

1&学 校 ・研究所 ・病院 1 1 2 1 2

19.組 合 ・諸団 体 1 1

20通 信 ・出版 ・サ ービス ・その 他 4 1 12 2' 20

21.電 子計算機 メー カ関係 2

22ソ フ トウエア開 発 ・計 算 センタ 2 8 2 5

合 計 5 6 63 6 56 66 3 44
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カ システムの必要度

不 要

自営 併用 共同

1 3

1

2 2

3

2 2

1 1 1

1 3

4

2

3

7

7

1 13

1

28 2 31
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表L37(1)漢 字

数字 コー ド フルキ ーボ ード テーカ レル ノクアップ マル チス トロー ク

蟷 併用 期 自営 棚 期 自営 併用 鋼 自営 併用 期

1.鉱 業 ・建 設 3 2 1 2 1

2.ガ ラ ス ・土 石製 品 1 2

3.水 産 ・食品 1 1 2

4.繊 維 ・紙 ・パ ル プ 1 1 1

5.化 学 工業 2

6石 油 ・石炭製品 ・ゴム製品

7.鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品 、 3 1

8.機 械 ・精密機械 1 2 1

9.電 気機器 2 1

10.輸 送用機器 1 2 1 1

11.そ の他製造 1

12.電 力 ・ガ ス

13.運 輸 ・倉 庫 ・不 動 産 1 1 1

14.商 業 2 5 1 2 1

15.金 融 ・保険 ・証 券 3 4 8 1

16.官 庁 ・政府機関 1 1 1

17.地 方公共団体 1 2

18.学 校 ・研 究 所 ・病 院 1 1 1

19.組 合 ・諸団 体 1

20.通 信 ・出 版 ・サー ビス ・そ の 他 12 6 1 3

21.電 子計算機 メーカ関係 1

22.ソ フトウエア開 発 ・計 算 センタ 2 3 1 2

合 計 12 28 16 2 11 19 2 8 7 4
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入 力 方 式
.

人手介在音声入力 手書き漢字入力 印吊1麟 藩論入力 音 声 入 力 無 回 答

館 併用 姻 酷 棚 期 館 併用 期 自営1併 用 期 自営 併用 共伺

1 1 1 4 2 1 2 2 5

1 3 3 1

1 1 1

2 1 1 2 2 1 1

6 2 1 1 2 4 2

1

3 1 5 2 1 3 1

3 1 2 1 1 1 1

2 3 1 1 2 2 4

1 3 1 1 1
・

1 3

2 1 1 1

3 2 2

4 1 5 1

1 2 3 1 5 2 14

1 22 7 5 18 1

2 1 6

6 1 7

1 2 1
、 2 1 1

2

3 12 3 1 3 3 22

2 2 2 2

7 1 3

11
7 1 2

4 4 7115
1
38 22 19 14 1 1571

{
5 57

・

一63一



表1.37(2)漢 字

活 字 打 鍵 デ ィ ジ タ ル 方

ドッ ト(イ ンパクト) ドット(ノンイン ウ ト〕 ライ ンドッ ト

自営 併用 共同 自営 併用 共同 自営 併用 共同 自営 併用 共同

1.鉱 業 ・建 設 5

2.ガ ラス ・土 石 製品 1 1

3.水 産 ・食品 2 1 1 1 1

4繊 維 ・紙 ・パ ル プ 1 1 1

5.化 学 工業 1 1 3

6.石 油 ・石炭製品 ・ゴム製品

τ 鉄鋼 ・非鉄金属 ・金属製品 、2 1 6 1 1 1 1 1 1

8.機 械 ・精密機械 1 1 1

9.電 気機器 2 1 1 1 1 1 1

1α 輸送用機器 1 1 1 1 1

11.そ の他製造 1

12.電 力 ・ガ ス 1

13.運 輸 ・倉 庫 ・不 動 産 1 1 1

14.商 業 3 8 2 1 2 1 1

15金 融 ・保険 ・証券 8 2 2 3

16官 庁 ・政府機関 2 1 2 2

17.地 方 公共団体 3

18.学 校 ・研究所 ・病院 3

1g.組 合 諸 団体 1

20通 信 ・出版 ・サ ービス ・そ の 他 18 3 3 1 3

21.電 子計算機 メーカ関係

22ソ フ トウエア開 発 ・計 算センタ 2 1 1

合 計 30 2 51 9 1 8 10 1 9 6 1 8
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出 力 方 式

式 字 母 ア ナ ロ グ 方 式 字 母 光 学 方 式 無 回 答

.

'

◇

`

ス トロ ー ク フライングスポッ ト ビテ冴 コ ンブ 円 板 字 母 ドラム字母

自営 併用 期自営 併用 共同 自営 併用 共同 自営 併用 共同 自営 併用 共同 自営 併用 共同

1 1 1 1 3 3 1 2 7

1 1 1 1 2

1 1 2

4 3

1 1 1 1 8 1 3

1

1 1 1 3 1 3

2 2 4 1 1

1 3 5

1 2 1 7 1

1 1 1 3

1 4

1 9 1 1

2 3 3 17

2 1 . 1 2 2 37 1

2 2 4

1 1 1 1 12

3 1 1

2

3 1 1
ノ

5 30

4

1 1 1 1 ユ4 1 2

3 1 8 3 1 1 2 1 1 12 1 10.10 1 11 130 9 82

:

〆

昏
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2調 査 結 果 の 分 析 と 今 後 の ニ ー ズ の 動 向

2.1オ ン ラインシステムにおける端末 機器 の使用状況

オ ンラインシステムで使用 され る端末機 器は, 、アプ リケ ーシ ョンと強 い相 関があ る。現在 オンラ

インデー タ通信 が どの よ うな アプ リケーシ ョンの分野で使用 され ているか を業種 ごとに集計 した も

のを表1.12に,ま た使用 されてい る端末 の数量 とアプ リケ ーションの 関係 を表1.13に 示 す。

表1.12に 見 られ る とお り,現 在のオ ンラインアプリケ ー ションの主体は,金 融関係の預金,為

替業務,及 び製 造 業ウ 流通関係の販売在庫管理,生 産 工程管理,配 送管理業務であ る。 これ らの

アプ リケ ーシ ョンに 使用 され ている端 末機器は,前 者 が銀行 用端末装 置,後 者 がタイプ ライタ端末,

キ ャラクタデ ィス プレイ端末 な どの汎用端 末装置であ り,使 用 されてい る数量 も上述の もの が他 の

機種 に比較 して極 めて多い。また,ノ ンインテ リジェン ト及 びインテ リジェン ト複 合端末装 置 も,

タイプ ライタ端末 とほぼ 同様 なアプ リケーシ ョンのパ タ ーンを有 してい る。

この よ うに,ア プ リケ ーシ ョンとそれに使用 され る端末機種は,量 的には比較 的狭い範囲 に集中

してい るが,量 の少 ない特 殊な アプリケー シ ョンまで含 めると極めて多様であ り,オ ンラインデー

タ通信 の市場 は極 めて広 い発展性を有 して い るといえよ う。

次 に代表的 な汎用端末 として,タ イプ ライ タ端末 とキ ャラクタデ ィスプ レイ端末 を比較 す ると,

適用 業務は両者共通の ものが多いが,後 者 の方が若干適用業務の 多様性が大 きい。これは,後 者の

方が よりマン・マシン ・イン タフェースに優れ,新 らしいア プリケーションに柔軟に対処 し易い ため

であ ろ うと考 えられ る。

複 合端末装置(ノ ンインテ リジェン ト及 び インテ リジェ ン ト)は 前述 の ごとくタイ プラ イタ端末

とほぼ同様の アプリケ ーシ ョンに使用 され てい るが,パ ッチ処理的な要求 を含 む業務(統 計作 表等)

に よ り多 く使用 されてい る。

元 来オ フラインの データ作成装 置にオ ンライ ン機能 を追加 した形態の データエントリイ端末は,本

調査 においては使用 されてい る例 が無 いが,従 来 オフ ライ ンデ ータ伝送で行 ってい たデータ収集に

.代 る形で,今 後 使用 されて行 く可能性 があ る。

ア プ リケ ーシ ョン特 有の専用端末 では,銀 行窓 口装 置と データコ レクタの ほかには ほとん ど使用

され ていない。 この分野では,POS端 末 が今後成長 する もの と見 られ てい るが,少 な くとも現状

では普及率が極 めて小 さい。 これ らの専用端 末が使用 され るよ うに な るためには,そ の端末 を使用

する業界 の環 境条件 が整 うことが重要で あ り,現 状は まだ条件 が未成熟 であ ると考え られ る。

2.2オ フ ラインデー タ伝送 にお ける端末機器使用状況

オ フラインデータ伝送 を利用 してい るユ ーザは,今 回の調 査対象中で約23%で あ った。(表

1.2参 照)そ れ らのユ ーザで使用 してい る端末機種 を表1.7`ζ 示 す が,こ れ に見られ る ごと くタ

イプ ライタ端末(テ レックスを含 む)及 び紙 テ ープ伝送装 置の利用が 極めて多 く,伝 統的な紙 テ 一
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プ伝送のパ ターンが大部分 を占めてい る。ほかには製造業関係で デー タコ レクタの利用 が注 目され

る程度 である。

∫

2.3入 出力形態

(1)現 状 の システムにおけ る入出力形態

オ ンラインデータ通信 システムで利用 されてい る入出力形態 と,そ の アプ リケ ーションとの関

係を表1.15に 集 計 してあ る。

マニ ュアル入力は,や は り鍵盤の使用が圧倒的に多い。 一方 ライ トペ ンが販売 在庫管理 等の一

般的な各種管理業務に かな り幅広 く用い られ てい るのが今後 の1つ の動 向 として注 目され る。

媒体 入力は紙 テープが最 も多 く,紙 カー ドが これに次いでい る。 この データをバ ッチ システム

にお け る入力形態(表1.3)と 比較 すると,次 の点が注 目され る。

(a)紙 テ ープ,紙 カー ドの順位が逆転 してい ること

(b)バ ッチ システムでかな り普及 してい る光学的入力手段(OCR,マ ー ク入力)及 び磁気 テー プ

・カセ ッ トテープの利用が少 ない

紙 テ ープの使用 は,従 来か らの紙 テープベ ースの通信 シス テムの延 長 と見 られ,予 想 された と

お りであ る。 これに対 しOCR,マ ー ク入力等の光学的 入力手段は,一 般 にマ ン・マシン・インタフ

ェース上値の媒 体よ り優れてお り,オ ンラインシステムの入力手段 として有力な もの と見 なされ

てい るのにかか わ らず,実 際の利 用が少 ない。 この理 由は主 として,こ れ らの媒体 を扱 う機 器が,

端 末用 としては高価 であ るため普及 が少 ない ものと思われ る。今後,端 末 に適 した低価格のOCR,

マ ーク入力機 器が出現 すれ ば,急 速 に普及 す るもの と期待 され る。

次に出力形態 では,シ リアル プリンタの利 用が特に多 く,こ れに次 いでキ ャラクタ表示,ラ イ

ンプ リンタが用い られ てい る。 媒体 出力.関係 は,紙 テープに次いで磁気 テー プの 使用 が多 い こと

が注 目され る。

カセ ットテ ープの使用が,オ ンライ ンシステムにおいては非常に少 な いが,こ れは カセ ッ トテ

ープの媒体が
,オ ンライン システムの なかに 有効に取 り入れ られていな い ことを示 す もの として

注目 され る。

② データ作成装 置の使用状況

オ ンラインシステムへの 入力形態 を別の面か ら比較するため,オ ンラインシステムに関連 して

使用 されるデ ータ作成装置の使用状況 を表1.16に,ま た これ と対照 するため バッチ処 理 システ

ムに使用 され るデータ作成装 置を表1 .4に 示 す。 この結果か ら も紙 テープ系 と紙 カー ド系の比重

の逆転 が明 らかであ る。

なお,こ の表か ら金融業界におけ るOCRの 利用 は,主 としてOCR文 字 の ジャーナル プリン

タ付 の会計機の形 態が 多い ことがわか る。
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(3)将 来の端末 システムにおけ る入出力機能

以上に述べ た現状の利用状況 と比較す るため,将 来の端末装置におい て必要 され る入出力の形

態 についてユーザの要求度 を調 査した結果 を表1.32及 び表1.33`こ 示 す。.

現状の オンラインシステムに おけ る入出力機能 と比較 す ると,次 の諸 点が注目 され る。

(a)入 力機能 では,現 在利用度の低いOCR.MICR等 に対 す る必要度が高 い

{b)特 に 金融(保 険)証 券関係で磁気 カ ードの必要度 が高い

(,)出 力 機能 では,ラ ィ・プ リ・タの 必額 が シリ・ルプ リ・タの 必要度 と1まとん 胴 じであ り・

現状の利用 状況 よ り要求度が 高い

(d)一 般に記録媒体へ の出力は,必 要度が低 いが,磁 気 テープへの 出力は比較的要求 が高い

現状で使用 されてい る もの とユ ーザにおけ る必要度 との間のずれ は,主 として装置 コス トの面

によ るもの と推測 され る。低価格で端末 として使用できるよ うな ライ ンプ リンタ,OCR機 器,

磁 気 テープ機 器が 出現す れば,こ れ らの機 器が端末 シス テムにおいて も多数使用され るよ うにな

る もの と考えられる。

な お,・ ・ ケ ー ト中1・ 現 わ れ た 特 殊 な 入 出 力 と し て は ・ バ ・ジ カ ー ド リ ー ダ ・ ク レ ジ ッ ト カ ー

ドリーダ,。 ・ 。ピ,デ 、スク,磁 気 デ・スクがあ り,一 部 に このよ うな 入出力に対す る強 い要

望があることが認 められ る。

2.4端 末機器選択 の動機

ユーザが現在使用 してい る端末機 器 を選択 した理由を調査 した結 果 表1.8(オ フ ライン端 末)

及 び表1.17(オ ン ライン端 末)に 示す。

表1.17に お いて注目 され る ことは,選 択の理 由 として価格 をあげた ものの 比率が相対 的に低 く,

本体 との インタフェ ース,性 能,信 頼 性,保 守性の理由の方が高い ことであ る。すなわち,一 般に,

ユ ーザに とっては オ ンラインシステムが初期の機能,あ るいは性能 を満足に果す ことが最 も重要で

あり,端 末装 置の選択 も,こ の基準 によって行 われる ことが わか る。

この状況はオフラ インデ ータ伝送 の場 合には若干異な り,表1.8に 示 す とお り価格の順位 が性

能の次に高 く,オ フ ラインデータ伝送 を採用 す る動機 として,経 済性が重要な位置 を占めてい るこ

とが うかがわれ る。

同様な 傾向が共 同利用 システム ユーザの システム選択 理由の調査結 果に見 られる。 すなわち,表

1.22に 示 された結果 によれば,自 営 システムと共 同利用 システムと併用 してい るユーザは,性 能

を重視して システムを選択 してい る ことが わか る。 一方共同 利用 システムのみを利用 してい るユー

ザは,経 済性が 最 も重要 な選択 理由にな ってお り,両 グル ープの間に明 らかな差異が見 られ る。

このよ うに,自 営の オンラインシステ ムを有する高度のユ ーザにおい ては,シ ステムの性能 が最

も重要で あり,一 方,現 在EDP利 用 の 比較的初期段 階に あるユーザは,経 済性 が最 も重要で ある
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ことがわかる。

2.5現 用 端末に対するユーザの評価

各 ユ ーザで現在 使用 してい る端末機 器に対 して,性 能,信 頼性,保 守性,操 作性 な どの面 か ら,

どの よ うに評 価 してい るかを調査 した結果 を表L25(1)(自 営 ユ ーザ)及 び表1.25(2)(共 同 利用ユ ー

ザ)に 示 す。

(1)性 能 面 か らの評価

自営 ユーザの約20%,共 同 利用ユ ーザの約35%が 性能 面に不満 を持ってお り,不 満足 の率は

予想外 に高い。 不満足の理由 として あげ られた ものの うちでは,入 出力の速度が遅い ことが最 も

多 くg次 いで信頼性 の低さがあげ られてい る。 この結果は,前 項の端末機器選択の理由の調査結

果 に現 われたユ ーザの志 向を逆の面か ら裏付け る もの と考え られ る。

(2)信 頼 性 に関す る評価

タイ プライタ,バ ンキ ング端末,デ ータコレクタな ど,機 械的な動作原理に よる端末 装置に対

して,約20%前 後 の ユーザが不満 を示 してお り,こ の種 の端末装 置の平均的な信頼 性の実情 を

示す もの として興味があ る。一方,キ ャラ クタデ ィスプレイ,リ モー ト・バッチ,キ ーテ ープな ど

電 子的な動作原理 による端末は,信 頼性 に関す る不満が比較的少 ない。

アフタサ ー ビスに対 す る不満は比較的少 な く,端 末装置保守 上の問題 点は,ユ ーザの評価には

あ まり大 き く表われてい ない。

{3}操 作 性に対 す る評価

個 々の評価 項 目では,鍵 盤の感触 が重 す ぎるとい う不満 が タイプライタ端末,バ ンキング端末

で高 く,機 械的な鍵盤装 置の問題点を表わ してい る。その他の評価 項目は,概 して不満の割合 は

少 ない。

総合的 に オペ レータの疲労度 を見 ると,精 神的 ・肉体的に疲労 するとい う評価が タイプライタ

端末,バ ンキング端末な ど機械動作 に よる端末装置で高 く,こ の種 の端末装 置の操作性に問題が

多い ことを示 してい る。

(4)騒 音 に対 す る評価

前項 に同 じくタイプライタ端末な どの機械 的動作原 理によ る端末に対 し,厳 しい評価がな され

てい る。

以上の結果 よ り,機 械動作 による端末装 置は性能 面,信 頼 性,操 作性,騒 音な ど,い ずれの面

か ら もユ ーザの評価は厳 しく,何 等かの対 策が求 め られてお り,あ るいは これに代 るべ き機器の

出現 が待 たれてい ると言 えよ う。
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2.6将 来 のオンライ ンシステムに対する ユーザの志向

表1.27に 将 来オ ンライ ン化す る可能 性の ある適用 業務 を業種別に集計 した ものを示 す。 自営 シ

ステムユ ーザに関し,現 状 の適用業務 と比較 する と,こ れ までの預金,為 替業務,販 売在庫管理,

生産工程管理 中心のパ ターンか ら貸付,経 営管理,情 報検索,顧 客管理 な どめ ア プリケー ションに

移行 し,適 用業務の分布が多様化 す るとと もに,情 報の利用形態 が多元化,高 度化 する傾向が見 ら

れ る。

この結果は現オ ンライ ンユ ーザのみが対象 であ るた め,対 象 とな る業種 に偏 りがあ り,全 く新規

にオンラ イン化 しよ うとしてい るユ ーザの動 向が不 明であ り,オ ンライ ンマーケ ッ トの将来動向 を

直接 的に表わ した もの とは言い切れないが,先 進 的ユ ーザの アプリケ ー シ ョン開拓の動向 と して興

味のあ る結果であ る。 更に興味 のあるのは,現 在の適用業務 が業種 によ ってかな り異 な ったパ ター

ンを示 しているのに対 し,将 来 の システムにおいては業種に よる差が少 な くな り,各 業種 と も比較

的類似のパ ターンを示 す傾向 にある。 これは,情 報利 用が 高度化す るに従い,各 業種別の個有の情 、

報利 用形態か ら,よ り普遍 的な利用形態に移 行す ることを示 し,今 後の オ ンライ ンマ ーケ ッ トの重

要な動向であろ うと考え られ る。

一方
,共 同利用 システムユ ーザの適用 業務 のパ タ ーンは,自 営 システムユ ーザ と若 干相異 してお

り,販 売在庫管理,原 価管理,給 与計 算,技 術 計算等 の比較的 プリ ミテ ィブな適用業務の ニ ーズが

高い 。これは共同利用 システムの ユ ーザが,EDP化 の 初期段階にあ ることを示 す もの と考え られ,

当分 この ような要求が共同利用 システムの ニーズの中心 とな る ことが予想 され る。

次に表1.28に 各 ユ ーザが オンライ ン化 を行 うにあた り期待す る効果に ついての調査結果 を示す

が,こ れによれば 自営ユ ーザ,共 同利用 ユーザのいずれ も処理時間の短縮が最大の 目的 とな ってお

り,単 純 なコス ト低減 を志向する もの では ない ことがわか る。.

同 様な ことは,表L30に 示 す次期導 入端末 の改良 希望項 目を見て も明 らかであ る。すなわ ち,

入出力速度の改善,入 出力機能 の強 化な どの性能改 善の志 向が価格低下の希望 を上廻 ってい る。 た

だし,一 般的に共同利 用ユ ーザの 方が 自営 ユーザよ り経 済性に対 する要求が強 い ことが注 目 され る。

2.7特 殊 な端 末機器に対す るニーズ

表1.31に 次 期導入希望端末の機種 分類 が示 されてい る。 これ によれ ば,ア プリケ ーシ ョン専 用

端末 として依然バ ンキ ング端末 の要求が多 く,次 いでPOS,生 産 管理,物 流等 に関す る専 用端末 が

要求 されてい ることがわか る。 ただし,こ の結果 は限 られた ユ ーザを対 象 とした ものであ るので,

これ らの特殊端末 の ニーズを分析す るためには,業 種 ごとに更に別な面か らの調査が必要であろ う。

次に表1.34及 び表1.35に 携 帯用端末 機器に対 す るニ ーズを調査 した結果 を示す。携帯用端末

機器の必要度(表1.34)に よれば業種に よ って,い ろいろな使用方法 が想定 で きる一方,否 定的

な回答 もかな り高い比率 を占めてい ることが注 目 され る。 要求 され る入出力形 式(表1.35)を 見
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ると,ほ とん ど標準的な タイプライタあるい は,デ ィスプレイに等しい もの が要求 され てお り,極

く簡易な特殊端末 よ り,む しろ標準的な端末 を小型 軽量化 した ものとしての イメー ジが強 い。

表1.36及 び表1.37は 漢 字入出力 システ ムに関す るニーズを調査 した結果 を示 す もの であ る。

漢字 システムの 必要度の高い業種は 出版 ・通信 ・サー ビス関係,金 融 ・保険 ・証券 関係,計 算セン

タ,官 庁 ・政府機 関,地 方 公共団体 な どであ る。 入力方式は手書 き入力,出 力 方式 は活 字打 鍵が最

も強 く要望 され てい るが,そ の他の方式 にっ いては特に強い志 向は見 られ ない。

漢字 シ ステムは,ま だ開発 されたばか りの新 ら しい システムであ り,現 状では アンケ ー トに よっ

てユ ーザの正 しい評価 を把 握す ることが困難 であ ろ うと思われ る。 この点に関しては更に別の形で

詳細に検討 する必要が あろ う。

2.8ア ン ケー トの まとめ

以 上の アンケ ー ト結果に関 する考察を要約 す ると,次 の ごとくになろ う。

(1)ユ ーザがオ ンライ ンシステムに期待 す る もの は,主 として処 理時間短 縮な どの システム全般 に

わた る機能改 善あるいは,新 機能 の導 入であ り,端 末機 器 もこの 目的に 合致 した ものが要求 され る。

② オ ンラインシステムの適用業務 は,ま すます多様化 し,よ り高度の情 報利 用形 態が指 向 され て

い る。 したがって端末機 器に対す る リクワィアメン トも,よ り高い機能 で柔軟性に富 んだ操作性の

良 い ものが要求 され る。

⑧ これ まで主流であ った タイ プライタ端末 な どの機械的な端末機器は,性 能,信 頼 性,操 作性の

い ずれの面にお いて もユーザの評価 が低 く,今 後は経済性が満足 されれ ば,よ り電 子的な端末機

器に移行 する もの と思 われ る。

(4)現 在 利用の少 ないOCR,マ ー ク読取等の光学 系の機器,あ るいは,磁 気媒体 を使 用す る機器は,

装 置 コス トが下れば市場 性は,極 めて大 きい と思 われ る。

⑤ アプ リケーシ ョン専用端末 は,現 状ではバ ンキ ング用端末 が,主 たる もの であ り,そ れ以外に

関 しては,明 確 な結果 が得 られなか った。 これ は調 査対象 を現 オンライ ンユ ーザ に限 ったため,

特 定分野 に対 す るニ ーズを十分把握 し難か った ためであ る。 この点 に関 しては機種 ごとに 別の調

査 を行 う必要 があろ う。

3信 頼 性,保 全 性

3.1デ ー タ端末機器 の信頼性,保 全性に関する利用者の要望

情 報化社会 の進 展す るに伴 ない,企 業の データ通信 システムの導入速度が急速 に増 加 しつつ ある
。

い うまで もな く,デ ー タ通信 システムは,セ ンタ設備,端 末設 備 ,伝 送路,ソ フ トウ ェアな どか ら

構成 され,こ れ らの機能が完全に果 た されなけれ ばデータ通信 システムに よる業務の能率的 な運営

をはか る ことがで きな い。 したがって,シ ステムと しての機能 を維持す るために,1つ の 方法 と し

て システムの構成に色 々な 工夫 がなされ てい る。例 えば
,情 報処 理装置 を2系 統 で構成 す ることに
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よ。て バック。。プ体制を とり,あ るい{ま,タ ー け ルに予実の端末機器 を配置 して障害 の回復を

臓 措置に よ。て行 うな ど,・ ・ テ・の設言+面の舗 によ・てデー タ通信 業務 を能率的に行 うこと

が　　 である　

しか しなが ら_方,経 済的 に安価 システム設計が 強 く要求 さ れ るの で ・舗 の複数配 置に も

自ら制限が加 え られ るので信獺 の副 ・システ・を設計す る・とは容易 でない・ また・ デ ー極 信

システムに よ る情報処理技術の発達に伴 なって,利 用者 か らは端末機 器の機能 の多様化 の強 い要望

縮 ま り端 末麟 の願 は増加す ・一方で,継 の鮮 化はます ま姻 難に な るば か りで・ 更

}機 能の礫 化に よ。臓 器の構造 と動作が離 とな り,眠 て捕 に正確 な動作 腰 求 され ると

ともに,デ ー タ処理及 び伝送速度の高速 イヒが勧 ので,端 機 器劃 す る信頼性・保全性の 向上対

策が従 来に増 して強力に要請 され てきて いる。

現在 デー タ通信 。・テ・(オ ・ラ・・またはオ・ラ ・ン)樽 入してい る企業内 して・当委員

会が行な 。たデ.樋 信用端桃 叙 関す るアンケー ト調査か ら端末灘 の信雛 ・保錐 醐 係

する項 目を分析す ると,利 用者 のニーズの実態は以下の とお りであ る。

(1)現 用 端 末機器の性能,信 頼 性にっい て

自営 。。テムを もっ企業(407社)に 対 して使 用中の デー樋 信用端末機 器の性能 信雛

にっい て調査 した ものであ る。

。の問},答 え ナ,ものは国産機 にっ・・て243件,外 国機}・つ・・ては2671牛 で あ る・現用機の性能

{,離 して、・る割 合は国産機,掴 機 と も全体の78%で,22%の 端 末機器に{ま性能の不満 があ

る.性 能 につい ての不満足 とす る原因は,国 産機 外国礎 と も使用 している樋 とカ〉シス テムの

オペ 。一シ。ンな どによ。て多様化の様 相を表 わ してい る.主 腰 因 をあげ ると次の と劫 で あ

る 。

{a)処 理 速 度が遅い

(b}読 み取 り時間が長い

(c)レ コー ドの大 きさに制限がある

(d)出 力機能 が不足

(e)プ リ ン ト速度が遅 い

{f)伝 送 速度が遅い

(9)故 障 が多い

(h)騒 音 が高い

信頼性の問に対 して答 えた ものは301件(国 産機157件,外 国機144件)で ある。信頼性 にっ

いてはその評価 方法を具 体的に示 さなか ったので,調 査結 果か ら推 論す ることは困難では あるが,

前 図 、.示す よう1こ外aseeの 加 ・7%信 縦 が高い.す なわ ち国産機の全体の80%・ 外 国機 は87

%の 比 率で評価 されてい る.し たが ・て信頼性が低い とす る割合は国産機で は20%・5'F国 機 で



一
は13%あ るが,そ の理由 として,誤 動作 をあげた ものが国 産機 で20%,外 国 機 では10%あ る。

また故障 を理由に した ものが国産機 では全体の80%,外 国 機 で90%と な ってい る。

故障頻 度(故 障回数/年,1装 置 当 り)の 分布 を見 ると,国 産機では年間1装 置当 り6回 以上

故障 とな る機 器の割 合は全体の62%で あ り,外 国機 では40%で 約20%低 くなってい る。(図3.2)

この デ ータか ら直 ちに国産機の信頼 性は外 国機よ り劣 ると評価 する ことは危 険である,、何故な ら

ば故障 となる原因の調査,保 全 サー ビスの実態調査等 を行 って十分分析 した結果 を見なければ真

の信頼性評価はで きない。

項 目
204060
1``

比 率
8ρ

%

100

性

能

満 足 178r

'//"///////////////////////////
/////λ

不 満 足 ./////////メ22

信

頼

性

十 分 高 い 180
/ン/〃///////////////////〃/////////////1

87

120

120

吋

180

低 い
"ノ ノ//113

誤 動 作 --/!`10

故 障 '///////∠ ∠////////////////-///////////////190

注:斜 線 部は外国機種 である。

図3.1端 末 機器の性能 ・信頼性

国 産 機

図3.2故 障頻 度(回/年 装 置)
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② 現用端末機器 の保全性 にっい て

アフターサ ービスの調 査項 目に対 しては,自 営 システ ムの国産機 にっいて161件,外 国機にっ

いては140件 の 回答 が得 られ た。 その集計 は図3.3・ に 示 してあ る。保全サー ビスの面 では国産機

は外国機よ り8%優 位 にあ るが,故 障 して もす ぐ直 して くれない ものが6%,直 しに来て もなか

なか直 らない ものが3%あ り,今 後の改善すべ き問題 である。

項 目
比 率

20 40 『o
89

%
100

故障 して もす ぐ直 して く

れる 191////////ノ ン/////////////////////////////
ノ483

16故障 して もす ぐ直して く

れない /〃/18 .5

寡 〃.&5
直 しに来て もなかな か直

らない

国産機

外国礎

図3.3保 全 性(ア フ タ サ ー ビ ス)

(3)現 用 端末機器 の選定 にあた り特 に重視 した項 目

企業が現 用の端 末機器 を選 定 した とき,最 も重点的に考慮 をは らった点にっいて調査 した。 デ

ータ通信 シス テムの利用形態によ って端末機器の種類及 びその機能 も異にす るため
,オ ンライン

用 とオフライン用 とに分 けて集計 した 。(図3.4参 照)

調 査に回答 をよせた ものは オンライ ン用端 末機器 では430件,オ フラ イン用端末機器 で176件

で ある。 オンライン用機器で は本体 との インタフェースを第1位 で(23%),次 い で性能(20

%),価 格(14%),信 頼 性(13%),保 全 性(11%),操 作 性(8%)の 順 であ り,オ フ

ライン用機 器では性能 が第1位 で(20%),次 い で価格(18%),信 頼 性(16%),本 体 と

の インタフェース(12%),保 全性(9%),操 作性(6%)の 順 とな ってい る。 この集計結

果か らデー タ通信 シ ステムを最初に導入する時期 か ら,信 頼 性が高 く保全性 の良 い端末機器 を強

く望んでい たことが うかがわれ る。

{4)新 規 オンラインシス テムに想定 してい る端末機器

現在オ ンラ インシス テムを所有 してい る企 業及 び共同 デー タ通信 システム(DEMOS,DR

ESS等)に 加 入してい る企業 に対 して,新 規にオ ンライン システムを導 入す る計画があ る場合,

想定 してい る端 末機器 は どのよ うな ものか と問い,端 末機 器の新 規ニー ズを調査 した。

自営 システムを持つ企 業か らは175件 の 回答を得たが,現 機種 の増 設で良い とす る ものは僅 か

18%で,新 機能 を もっ 機種の導 入希望が65%,現 用 機種 の性能 改善をはかる とする もの17%あ り,
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図3.4端 末機器の選定理 由

したが って現 用機種に不満 を持つ もの が82%と 大 きな比率 であ る。(図3.5参 照)

共 同デ ータ通信 システムの加入者か らの回答は132件 あ り,図3.6に 示 す とお り現用機種で良

い とす る もの は18%で,自 営 システム と全 く同率 であ る。新機 能の端 末機 を望む もの46%現 機

種の性能改善 をはか るとす る もの36%と 高率 であ る。

以 上の資料 か ら自営 シス テム並 びに共同 デー タ通信 シス テム加入の企業 は,い ずれ も現機種 の

性能改善,あ るいは新機能 の機種に変更 したい とす る意見が80%を 超 え今後の重要な検 討事項 と

思わ れる。 新機能,性 能改善 の具体的要望項 目にっい て分析 した結果 を見る と,自 営 システムに

つい ては363件 の 要望項 目の うら,入 出力種 類の増 加18%,入 出 力の速度増加17%,通 信 速 度増
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図3.5新 規に想定 してい
る端末機器の条件

(自 営 システム)

現機種

増設

(18%)

現機種

性能改善

(36%)

新機能

導 入

(46%)

図3.6新 規 に想定 してい

る端末機器の条件

(共 同 システム)

加12%,操 作性 向上12%,イ ン テ リジェン ト化12%,信 頼 度向上10%,価 格 低下10%,騒 音

低下7%と い う割 合で,大 部分 が10%程 度 の要求で平均化 している。(図3.7参 照)こ の様に要

求の多様化は デー タ通信 システムの質的,量 的 レベルアップをはか るた めに是非 と も解決 をはか

図3.7新 機 能 ・性能改善点 の要望(自 営 システム)
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らな ければな らない キーポ イン トと思 われ る。次に共 同データ通信 システムにっい ては ,図3.8

に 示 す とお りであ る。すなわ ち251件 の 要望項 目の うち,入 出力の速度増 加24% ,騒 音 低 下20

%,入 出 力種類 の増加18%,通 信 速度増加10%,価 格 低 下10%,信 頼 度向上6% ,操 作 性 向上

6%な どの順位に な ってい る。 共同 デー タ通 信 システム加入の 大部分は中小企業で あるため
,シ

ステムの拡大化 よ り効率化 を期待 してい る。 また端末機の設置環境は一般 に悪 く大部分は事務室

内に設置 されてい るため機器の騒 音対策 に関 す る要請が非常 に強い。

項 目
比

率
↑ 8 !2 1ρ

20
%
24

1,人 出 ノJ種 類 の 増 加

24

Il8

2.人 出 力の速 度 増 加

llO

120

`

3.通 信 速 度 増 加

4.信 頼 度 向 上 16

5,騒 音 低 下

llO

6.操 作 性 向 L 16

7.形 状 12

8.イ ン テ リ ジ ェ ン ト化
コ1

9.価 格 低 ド

t

10.そ の 他 14

図3.8新 機 能 ・性能改善点の要望(共 同 データ通信 システム)

3.2端 末機器の 信頼性向上

現用端末機器の信頼 性にっい て利用者側の評価 は,前 項で述べ た アンケー トによる実態調 査では

80%～87%十 分 高い信頼性 あ りとい う結果 を得ている。しかし13%～20%の 信頼 性が低 い とす る

端末機 器の原因のうら80%～90%を 占 める故障の発生回数 を見 る と年間1装 置 当 り10回 以 上故障す

る機器が25%～34%も あ る。 この データか ら現 用機 器の信頼 度に大差のあ ることが考 え られ る
。

信頼性 に関す る ファクタとして,技 術 ・設計,生 産,保 管 ・運 搬,検 査,使 用,保 全な どの各部
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門が考 えられ,こ れ らの要素の バランスを とり,そ の上に立 つ総 合技術が信頼 性を向上 させ る原動

力 とな る。

端末機 器の信頼 性を低 下 させ る最大の要因 として機構部分 がある。 図3・9と 図3・10は ・A保 全

担当局の保全 デー タである。 すなわち200B形 デ ー タ宅内装 置の1年 間の故障件数 は834件 で延施

設 数は1,742台 で,故 障発生率 は0.478/(月 ・台)で ある。 この デー タか ら見て もキーボー ドプ

リンタの故障 は全体の66%,テ ー プ リーダ ・パ ンチは14%で これ らの機構部だけで全体の80%の 故

障率 を占めてい る。 また故障原因別にみる と,整 備 不良 が全体 の42%,次 いで部品不良が27%で

この2っ の原因で全体の69%を 占 めてい る。装 置別故 障率 と原因別故 障率か ら,機 構部門の設計及

びそれ らに使用す る部品 ・材料 に検討,改 善すべ き問題があ る。 この調 査資料か ら判断す るとアン

ケー トに現れ た信頼性の低い現用機種 は機構 部分 の多い もの と考 え られ る。
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図3.9200Bデ ー タ宅内装 置
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図3.10 200Bデ ー タ宅内装 置

の障害原因別比率
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今後デー タ通信 システムの導 入速度 は早 まる とと もに情報処 理技術 も発達 しそれに伴 ならて端 末

機器の機能の拡 大は さけ られ ない。 したがって端末機は複雑化する傾 向にある ことを考えると,メ

ー カ側の製造部門におけ る信頼性技術の確立 をはかる ことが最 も大切 であ る
。信頼性技術は品質管

理が完全に実施 され てい る場 合に有効 に活用 され るものであ るか ら,部 品 ・材料,治 具 ・工具 ,製

造 機械等生 産用具 全般 に亘 って品質管理 を強化す るよ う努力 しなければな らない。

3.3端 末 機器の保全性向上

一般 に修理可能な機器
,部 品な どの信頼性 を維持 するために行 う処置 を保 全 と呼んでい るが,「保

全性 」 とい う言葉 は,わ が国 のJISZ8115信 頼 性用語 集の中で次の よ うrに定義 され てい る。 す

なわ ち 「修理可能 な系,機 器,部 品な どに備わ る保全の容易 さを表 わす度合 または性 質」 とい うの

が技術 用語 としての 「保全性 」であ る。保 全を実行 しなが ら用 い られ る系,機 器及 び部品な どには,

保 全性 はその ものに備 わ る性質 であ ると考 え ることは重要 である。保全性の高い系 ,機 器,部 品な

どは,計 画,設 計,製 造,す え付 け,保 全体制 の確立,情 報め プ ♂一 ドバ ックな ど広 範囲の努 力に

よって得 られる もので あ る。

今回 ア ンケー ト調査 による保全性 は アフタザー ビスに限定 して行 った もので,技 術用 語 としての

保全性 の評価にはな らない。 しか し,故 障 して も直 ぐ直して くれな い,直 しに来て もなかなか 直 ら

な い とする割合が数%あ る ことは,利 用者の信用面か ら反省すべ き問題 であ る。

保全性の 向上 をはか るためには前述 あごと く種 々の要素が あるが,保 全 サー ビス活動 の面か ら改

善すべ き問題があ る。

川 端末機器 の完全 な予防保 全は行 われていない。

予防保 全は,

(a}故 障 の兆候 または保 全規格以 下の個所を発見す るための試験,検 査の実施

(b}注 油,清 掃,調 整 な どの実施

{c}保 全 規格以 下の もの取 り換 え,修 理

(d)定 期 交換品 目の取 り換 え

な どがある。通常 これ らの保 全作 業を行 う間は,機 器などは動作休 止の状態 にあ る。 このため,

予 防保全の ための時間 を利用者 と協議 して決 めるわけだが,オ ンラインシス テムのため特定 の時

間帯に保全作業時 間が集中 し巡回計画 を立 てることが困難であ る。また,機 器の休 止時間は10～

20分 程 度であ り,定 め られた作業 を完 全に処理 する こと も困難 な状態 である。

② 事後保 全にかか る時間 が長 くな る。

事後保全 は,故 障 が発 生 した後に,機 能 回復のために行 う保全であ るか ら故障個所の探 索,部

品入手,修 理,交 換,調 整,校 正,点 検,清 掃 な どの作業 がある。 デー タ端 末機器は,機 構部分

と論理 部分か らな り,し か もコンヒ。ユータか らの制御に よって動作す るた め,一 般に故障の再現性
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がない。 また1っ の原因で他の部分の故障を誘発する場 合が多い。その ため故障発見に時間が長

くな り易 く,修 理の場合 も,利 用者側は極力短時間 を望むのでやや もする と完全修 理 を行 うこと

す ら不可能な場合が多い。

(3)予 備機の運搬に労力がか か りす ぎる。

デー タ端 末機器の小型 化,軽 量化 が提唱 されてか ら数年 にな るが まだ実現 していない。1人 で

運搬可能 な重 さは30～40kgで あ る。 現状では50～150㎏ もあ り,運 搬 には2～3人 を必要 とし

その うえ危険で ある。 、

(4)保 全用試験 器の開発が遅れ がちである。

新機能 を もった端末機器 は利用者の 強 い要 求 か ら,続 々 と 開発 され商用にな るが,そ れ らを

保全する適当な試験 器がな く故 障発見に手間 どる ことが多い。

⑤ 保全要員(サ ー ビス マン)の 訓練 が不足が ちである。

1人 の保 全要員が多機 種の端 末機 器を保 全す るので幅広い技術力が要求 され る。常に計 画的な

保全技術訓練を推進 す る必要があ る。

{6}保 全管理体制(サ ー ビス体制)が 弱体であ る。

保全作業か ら見た問題点,例 えば機器の機能上 の欠陥,製 造 上の 問題,利 用者か らの苦情な ど,

機 器の信頼性管理上重要な情報が生産管理部門に伝達 され るのが遅 い。

以上主な問題 を とりあげたがいずれ も保全作業の改善をはか るために積極 的に問題解決に努力す

べ きであ る。特 に信頼性の維持,向 上 をはか るのに大切な予 防保 全 と事後保 全を完 全に実施す るた

めに,利 用者の協力が得 られ るよ う対策 を進 めると共に,信 頼性,保 全性の向上に欠 かせな い保全

活動の場か ら発 生す る情 報の管理 体制を強 化 しなければな らない。
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